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第１章 新型コロナウイルス感染症の克服とポストコロナの経済社会のビジョン 1 

 2 

１．経済の現状と課題      3 

（日本を取り巻く環境変化） 4 

昨年戦後最悪の落ち込みを経験した世界経済は、再び前に向かって動き出している。単な5 

る景気回復に留まらず、カーボンニュートラルの実現に向けた動き、デジタル化やデータ活6 

用の急速な進展、国際的な取引関係や国際秩序の新たな動きなど、世界全体の経済構造や競7 

争環境に大きな影響を与える変化がダイナミックに生じている。各国とも、いち早く経済を8 

正常化させるとともに、これらの変化に対処すべく、最大限の政策対応を行っている。 9 

我が国においても、昨年度の３次にわたる補正予算及び本年度予算における予備費の活10 

用を始め、新型コロナウイルス感染症（以下「感染症」という。）による厳しい影響から国11 

民の命と暮らし、雇用を守る万全の対応を行い、国民生活と経済を支え、失業率を主要先進12 

国で最も低い水準に抑えてきた。 13 

その一方で、人口動態としては少子高齢化が一層進むことが見込まれ、今後も、感染症に14 

対して万全の対応を行うとともに、このような世界全体の急速かつ大きな変化に、スピード15 

感をもって果断に対応していくことが求められている。 16 

それは決して容易なことではないが、世界の主要なプレーヤーとして着実に成果を上げ17 

ながら、一人ひとりが豊かさを実感できる経済社会を実現していくため、本基本方針に沿っ18 

て、改革のスピードを一層速めていく必要がある。 19 

 20 

（当面の経済運営の課題） 21 

今後とも、感染拡大防止に全力を尽くし、機動的なマクロ経済運営によって事業や雇用、22 

国民生活を支えながら、医療提供体制の強化やワクチン接種を促進していく。こうした取組23 

が経済活動を拡大するための確固たる基盤となり、感染症を乗り越えて、更なる需要や成長24 

に向けた投資意欲を呼び起こす。その上で、世界経済の回復ペースが加速していることを踏25 

まえ、デフレに決して戻さないとの強い決意の下、外需を取り込みながらあらゆる政策を総26 

動員して経済回復を確実なものとしていく。雇用を確保しつつ成長分野への円滑な労働移27 

動を促進するとともに、賃上げモメンタムを維持・拡大し、成長と雇用・所得拡大の好循環28 

を目指したマクロ政策運営を行っていく。 29 

同時に、感染症により厳しい影響を受けた女性や非正規雇用の方々、生活困窮者、孤独・30 

孤立状態にある方々などへのきめ細かい支援を継続し、コロナ禍が格差の拡大・固定化につ31 

ながらないよう、目配りの効いた政策運営を行っていく。 32 

 33 

２．未来に向けた変化と構造改革 34 

今回の感染症は我々に大変厳しい試練を与えている一方で、デジタル技術を活用した柔35 

軟な働き方やビジネスモデルの変化、環境問題への意識の高まり、東京一極集中が変化する36 

兆しなど、未来に向けた変化が大きく動き始めている。ともすれば硬直的とも言われてきた37 

日本経済の構造や我々の意識の変化、とりわけ若い世代やベンチャーを始めとする若い企38 

業を中心に、過去の成功体験にとらわれない自由な発想による変化への挑戦が生まれてお39 

り、これまで進められなかった課題を一気に進めるチャンスが到来している。 40 



 

2 

世界的にも、グリーン投資やデジタル投資の加速とそれに対応した経済・産業構造の急速1 

な変化、感染症のようなグローバルショックに対しても強靱な経済構造の追求、経済安全保2 

障の視点を重視したサプライチェーンの見直しなど、これまでの延長線上にない変化が生3 

じており、将来を見据えた戦略的な産業政策が求められている。 4 

こうした内外の変化を捉え、我が国経済の構造改革を戦略的に進め、ポストコロナの持続5 

的な成長基盤を作っていかなければならない。そのためにも、ＴＰＰ11 協定を始めとする6 

経済連携を積極的に活用して海外需要を取り込み、内外の直接投資も拡大して我が国の稼7 

ぐ力を向上させ、経常収支が安定的に黒字化する状況を維持してショックに強いマクロ経8 

済構造を保持していく。 9 

 10 

（成長を生み出す４つの原動力の推進） 11 

菅内閣発足以降、2050 年カーボンニュートラルの宣言、デジタル改革の司令塔となるデ12 

ジタル庁の創設、不妊治療の保険適用を始めとする少子化対策や子育て支援、地方の所得向13 

上を重視した地方活性化など、日本が進めるべき改革の大きな方向性を示してきた。 14 

次なる課題は、こうした改革の方向性に沿って政策を具体化して強力に推進し、ポストコ15 

ロナの持続的な成長につなげる投資を加速することである。このため、グリーン化、デジタ16 

ル化、地方の所得向上、子ども・子育て支援を実現する投資を重点的に促進し、長年の課題17 

に答えを出し、力強い成長を実現して世界をリードしていく。これにより、民間の大胆な投18 

資とイノベーションを促し、経済社会構造の転換を実現する。 19 

あわせて、新たな時代に向けた人材育成、働く人がやりがいと生産性を共に高められる働20 

き方改革、セーフティネットの強化、強靱なサプライチェーンの構築など成長を支える基盤21 

づくりを進める。我が国の付加価値生産性を高めるとともに、誰一人として取り残されない22 

包摂的な社会を構築していく。 23 

 24 

（財政健全化の堅持） 25 

「経済あっての財政」との考え方の下、デフレ脱却・経済再生に取り組むとともに、財政26 

健全化に向けしっかりと取り組む。新たな成長の原動力となる分野への重点投資、民間の資27 

金・人材の活用、ワイズスペンディングの徹底等により、経済成長を促す。あわせて、団塊28 

世代の後期高齢者入りを踏まえ、給付と負担のバランスや現役世代の負担上昇の抑制を図29 

りつつ、全世代型社会保障改革を引き続き推進し、社会保障の持続可能性を確保するととも30 

に、感染症で顕在化した課題である、緊急時にも柔軟に対応できる医療提供体制の構築、31 

国・地方の役割分担の見直しを含め、経済・財政の一体的な改革を引き続き推進する。こう32 

した取組を通じ、600兆円経済の早期実現と財政健全化目標の達成を目指す。 33 

 34 

本基本方針で示す政策については、年内の予算編成過程や制度改正、中長期的な施策につ35 

いても本年度内等に方向性の結論を得るなど、早期実行に向けて政府全体で取り組む。施策36 

担当府省庁においては、進捗状況について経済財政諮問会議等に報告する。また、将来のあ37 

るべき経済社会に向けた構造改革・対外経済関係の大きな方向性について、国民及び経済社38 

会全体で共有するための基本的考え方を、今後経済財政諮問会議に専門調査会を設置し、明39 

らかにしていく。 40 



 

3 

３．ポストコロナの経済社会のビジョン 1 

 コロナを機に世界は大きく、急速なスピードで変化している。グリーン、デジタルなどの2 

分野で進む変化や経済安全保障などの新たな課題は、世界全体の経済構造や競争環境をダ3 

イナミックに変えつつある。また、日本社会においても、デジタル技術を活用した働き方の4 

変化、環境問題への意識の高まり、地方での暮らしへの関心の高まりなど、未来に向けた変5 

化が大きく動き始めているほか、若い人や若い企業が世界で活躍するなど、新しい動きやチ6 

ャレンジも出ている。一方で、感染症によりデジタル化の遅れなど我が国が抱える様々な課7 

題が顕在化した。潜在成長率が高まらず、世界を牽引
けんいん

するイノベーションも生まれてこな8 

いなど、従来から抱えてきた課題についても解決の道筋を明確に示せず、結果を出せていな9 

い。「後はない」との危機感をもって、従来型の経済社会システムをスピード感を持って大10 

胆に変革しなければ、活力にあふれ、豊かさを実感できる日本の未来は拓けず、世界の繁栄11 

をリードすることもできない。 12 

 このため、グリーン、デジタル、人材活躍といった動きを個人や家庭、企業の意識や行動13 

などミクロレベルで浸透させるとともに、時代に合わなくなった企業組織や働き方、人材育14 

成の在り方など、社会全体の仕組み・構造を、多様性と変化への柔軟な対応、レジリエンス15 

を持ったものへと転換し、ポストコロナに向けた動きを一気に加速する。 16 

その際、特に、我が国の最大の資源である人材の力を引き出していくことが重要となる。17 

政府が呼び水となる人材への投資と制度改革を大胆に行う「ヒューマン・ニューディール」18 

を通じ、民間の創意工夫や投資を促し、社会全体で人材を育成する大きなうねりを起こして19 

いく。意欲と能力のある若者が活躍でき、多様な経験を積みながらキャリアアップを行える20 

ようにする。女性のキャリアアップ支援の強化等を通じ男女の賃金格差を解消するととも21 

に、理系分野を始め多様な分野での女性の活躍を促す。誰もがいつでも学び直しを行えるよ22 

うリカレント教育の抜本的な拡充を図り、キャリアアップをしながら、転職や起業などを通23 

じて、年功序列や生え抜き主義といった慣行にとらわれず様々な場での活躍を選択できる24 

ようにし、国際的に通用する人材を育成していくことが重要である。 25 

こうした視点に立ち、これまで述べた経済財政運営と構造改革を進めることにより、次の26 

ような経済社会を目指す。 27 

 28 

○強い経済を作りあげ、改革・イノベーション志向であり続ける社会 29 

 グリーンとデジタルにおけるイノベーションや変革、女性や若者等多様な人材の活躍を30 

通じ、我が国が持つソフトパワーも活かしつつ、強い経済を作りあげ、改革・イノベーショ31 

ン志向の国であり続ける。人類全体で解決すべき脱炭素化に各国と連携して取り組み、国際32 

社会の持続可能な成長を主導する中で2050年カーボンニュートラルを実現する。最先端の33 

デジタル国家になるとともに、サイバーセキュリティを確保しつつ自由で開かれたデジタ34 

ル空間を発展させ、Society5.0 を実現する。全世代型社会保障の構築、待機児童解消、不35 

妊治療支援等を着実に進め、結婚・出産の希望を叶え、安心して子育てしやすい社会を実現36 

する。多様で柔軟な働き方が進むとともに、いつでも学び直しが可能となる中で、女性や若37 

者、中高年を始め、多様な人材がそれぞれの能力を発揮し、エンゲージメント1を高めなが38 

                                            
1 働き手にとって、組織目標の達成と自らの成長の方向が一致し、仕事へのやりがい・働きがいを感じる中で、組織や仕事に
主体的に貢献する意欲や姿勢を示す概念。 



 

4 

ら活躍するとともに、こうした人材が地方移住や二地域居住を通じて地方でも活躍し、その1 

活力が維持・発展する社会を実現する。 2 

 3 

○誰一人として取り残さない包摂的な社会 4 

 様々なセーフティネットを強化し、格差の拡大・固定化を防ぐとともに、誰一人として取5 

り残さない包摂的な社会を構築する。正規・非正規という働き方の区分をなくし、誰もがい6 

つでも何度でも学び直しと新たな挑戦ができるようにすることにより、社会全体で雇用の7 

安定化を図る。ＮＰＯ等の役割が大きく拡大し地方自治体との連携が進むことにより、共8 

助・公助の担い手が多様化し、生活困窮者や孤独・孤立状態にある方などに対し、一人ひと9 

りに寄り添ったきめ細かなサービスを提供する。デジタルデバイドを解消するとともに、デ10 

ジタルの徹底活用により、困っている方々にプッシュ型でそれぞれの事情に合った支援を11 

タイムリーに提供する。 12 

 13 

○ポストコロナの国際秩序やグローバルなルールづくりに指導力を発揮する国 14 

 グリーン化やデジタル化を軸とした世界経済の構造変化に戦略的に対応するとともに、15 

国際社会の中で法の支配を確立する。気候変動等の地球規模の課題への対応やポストコロ16 

ナの国際秩序の形成、デジタル分野等におけるグローバルなルールづくりに指導力を発揮17 

する。自由で公正な経済秩序を広げ、ルールに基づく多角的自由貿易体制の更なる強化に取18 

り組み、強靱なサプライチェーンを構築するとともに、世界経済の発展を積極的に成長に取19 

り込む。「自由で開かれたインド太平洋」を実現し、自由で開かれた海洋秩序を維持・強化20 

し、世界の平和と繁栄をリードする。 21 

 22 

４．感染症の克服と経済の好循環に向けた取組 23 

（１）感染症に対し強靱で安心できる経済社会の構築     24 

感染症への対応に当たっては、社会経済活動を継続しつつ感染拡大を防止し、重症者・死25 

亡者の発生を可能な限り抑制することを基本に対策を徹底する。感染症対応の医療提供体26 

制を強化し、相談・受診・検査～療養先調整・移送～転退院・解除まで一連の対応が目詰ま27 

りなく行われ、病床・宿泊療養施設が最大限活用される流れを確保する。 28 

緊急時対応をより強力な体制と司令塔の下で推進する。今後、感染が短期間で急増するよ29 

うな事態が生じた場合、昨冬の２倍程度等を想定した患者数2に対応可能な体制に緊急的に30 

切り替える。また、感染症患者を受け入れる医療機関に対し、減収への対応を含めた経営上31 

の支援や病床確保・設備整備等のための支援について、診療報酬や補助金・交付金による今32 

後の対応の在り方を検討し、引き続き実施する。都道府県の要請に基づき、公立・公的、民33 

間病院の病床を活用できる仕組みや都道府県を超えて患者に対応できる仕組みを構築する。 34 

各地域の病床の効率的な運用を促すため、医療機能3に応じた役割分担の徹底や補助も活35 

用した医師等派遣、地域の実情に応じた転院支援等を進める。Ｇ－ＭＩＳ4により、重症度36 

別の空床状況や人工呼吸器等の保有・稼働状況、人材募集状況等を一元的に把握し、迅速な37 

患者の受入調整等に活用するほか、地域別や機能別、開設種別の病床稼働率など医療提供体38 

                                            
2 １日当たり最大新規感染者数が基準であり、各都道府県があらかじめ設定。 
3 重症、中等症、回復患者、宿泊療養、自宅療養。 
4 医療機関等情報支援システム。 
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制の進捗管理・見える化を徹底する。 1 

ワクチンについて、感染症の発症を予防し、死亡者・重症者の発生をできる限り減らすた2 

め、医療従事者等への接種を進め、大規模接種も活用して、希望する高齢者への接種を本年3 

７月末を念頭に完了させる。また、希望する全ての対象者への接種を本年 10 月から 11月4 

にかけて終えることを目指す。引き続き、効果的な治療法、国産治療薬の研究開発・実用化5 

の支援及び国産ワクチンの研究開発体制・生産体制の強化を進めるとともに、新たな感染症6 

に備え、国内のワクチン開発・生産体制の強化のため、「ワクチン開発・生産体制強化戦略」7 
5を着実に推進する。そのために必要な取組の財源を安定的に確保する。 8 

感染症を巡る状況を踏まえつつ、個々の医療機関の経営リスクに配慮しながら、病床や医9 

療人材の確保に関する協力を国や地方自治体が迅速に要請・指示できるようにするための10 

仕組みや、平時からの開発支援を含め治療薬やワクチンについて安全性や有効性を適切に11 

評価しつつ、より早期の実用化を可能とするための仕組み、ワクチンの接種体制の確保な12 

ど、感染症有事に備える取組について、より実効性のある対策を講ずることができるよう法13 

的措置を速やかに検討する。あわせて、行政の体制強化に取り組む。 14 

今後も小さな流行の波は発生しうるが、これを大きな流行にしないよう、感染拡大期の経15 

験や国内外の知見を踏まえ、効果的な感染防止策を継続・徹底する。感染リスクが高い飲食16 

におけるガイドラインの徹底や第三者認証による認証制度の普及・活用、ＡＩシミュレーシ17 

ョン等の活用、ＱＲコード等の積極的な活用、クラスターの大規模化等を防ぐ観点からの高18 

齢者施設等や大学、高校等及び職場での抗原簡易キットの活用による軽症状者に対する検19 

査及び陽性者発見時の幅広い接触者に対するＰＣＲ検査の実施、感染リスクを踏まえた繁20 

華街や企業、学校等における無症状者へのモニタリング検査の推進、感染拡大の予兆を検知21 

した場合の重点的なＰＣＲ検査の実施等のクラスター対策などの戦略的サーベイランスの22 

推進を図りつつ、営業時間短縮要請等の措置を機動的に活用する。今後の感染拡大等に備23 

え、検査需要に十分対応できるよう検査体制の整備を進める6。変異株対策については、ス24 

クリーニング検査やゲノム解析を用いた全国的な監視体制やＨＥＲ－ＳＹＳ7も活用した積25 

極的疫学調査を一層強化するとともに、水際対策を強化する。 26 

人の流れを抑制する観点から、テレワーク活用等による出勤者数削減について、各事業者27 

の実施状況の公表を促すとともに、幅広く周知することにより、見える化を進める。 28 

感染症に起因する偏見・差別等に係るＳＮＳの活用等による人権相談や啓発を強化する。29 

また、感染症に関するいわゆる後遺症についての症状等の回復に資する調査・研究を進め30 

る。 31 

 32 

（２）経済好循環の加速・拡大   33 

日本経済をデフレに後戻りさせず、経済の好循環を加速・拡大させるため、まずは感染症34 

の厳しい経済的な影響に対し、引き続き、重点的・効果的な支援策を躊躇なく講じ、事業の35 

継続と雇用の確保、生活の下支えに万全を期す。その上で、民需主導の自律的な経済回復の36 

実現に向け、技術革新・イノベーションを起こしつつ、グリーン・デジタルなど成長分野へ37 

                                            
5 令和３年６月１日閣議決定。 
6 「新型コロナウイルス感染症の検査体制の整備に関する指針」（令和３年４月１日厚生労働省）により、自治体が作成する検
査体制整備計画に基づく。 
7 新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理支援システム。 
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の民間需要を大胆に喚起しながら、新分野への展開等の事業者の前向きな取組や、人材への1 

投資、成長分野への円滑な労働移動を強力に推進するなど守りから攻めの政策へと重心を2 

移し、経済全体の生産性を高め、最低賃金の引上げを含む賃金の継続的な上昇を促す。世界3 

経済が回復していく中で、国際経済連携を強化しつつ、中小企業の輸出や農水産物輸出の振4 

興、インバウンドの再生、航空・空港・海事関連といった国際交通を支える企業の経営基盤5 

強化等を通じて、外需を日本の成長に取り込んでいく。また、ワクチンの接種証明につい6 

て、不当な差別につながらないこと等に留意しつつ、速やかに検討を進め、成案を得る。 7 

事業者への支援については、感染拡大防止の局面では、引き続き、営業時間短縮要請等に8 

応じる事業者に対する規模に応じた協力金のできる限り迅速な支給や当面本年末まで継続9 

する政府系金融機関による実質無利子・無担保融資等により事業継続を支える。また、特に10 

深刻な影響を受けている事業者に対し、資本性資金を通じた財務基盤の強化を着実に実行11 

する。同時に、感染防止対策やテレワークを含む感染リスクの低いビジネスモデルへの転換12 

を図る投資等の取組を重点的に支援するとともに、ポストコロナの新しい経済に対応する13 

事業再構築やデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）に向けた企業の挑戦に対し、補助14 

金や税制、金融支援の着実な実行を通じて強力に後押しする。感染状況が落ち着いている地15 

域では、感染防止対策を徹底した上で、まずは県内観光の割引事業等の支援により、感染症16 

により甚大な影響を受けた需要の回復を図る。 17 

雇用と生活への支援として、雇用調整助成金の特例措置等については、引き続き、感染が18 

拡大している地域・特に業況が厳しい企業に配慮しつつ、雇用情勢を見極めながら段階的に19 

縮減していく一方で、在籍型出向を通じた雇用確保を支援する助成の活用促進やマッチン20 

グ支援の強化、感染症の影響による離職者のトライアル雇用への助成等によるグリーン・デ21 

ジタル、介護・障害福祉等の成長分野や人手不足分野への円滑な労働移動や、セーフティネ22 

ットとしての求職者向けの支援、働きながら学べる環境の整備、リカレント教育等の人的投23 

資支援を強力に推進する。雇用保険について、これらの施策を適切に講じ、セーフティネッ24 

ト機能を十分に発揮できるよう、その財政運営の在り方を検討する。非正規雇用労働者など25 

感染症のより厳しい影響を受け、生活に困窮する方々に対しては、住まいの確保を含め生活26 

を下支えする重層的なセーフティネットによる支援に万全を期すとともに、デジタル分野27 

等の新たなスキルの習得に向けた職業訓練の強化等を通じ自立を支援する。女性を中心と28 

する自殺者の増加に対するＳＮＳを含むきめ細かい相談支援のほか、望まない孤独・孤立を29 

抱える方々に対する民間団体等を通じた寄り添い型の支援を引き続き強力に後押しする。 30 

引き続き、感染状況や経済的な影響を注視し、状況に応じて、新型コロナウイルス感染症31 

対策予備費の活用により臨機応変に必要な対策を講じていくとともに、我が国経済の自律32 

的な経済成長に向けて、躊躇なく機動的なマクロ経済政策運営を行っていく。 33 

 34 

５．防災・減災、国土強靱化、東日本大震災等からの復興  35 

（１）防災・減災、国土強靱化 36 

発災から10年を迎えた東日本大震災で得られた経験も教訓に、切迫化する大規模地震8災37 

害、相次ぐ気象災害、火山災害、インフラ老朽化等の国家の危機に打ち勝ち、国民の命と暮38 

                                            
8 南海トラフ地震、首都直下地震、日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震等（これらに起因する津波を含む。）。 
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らしを守り、社会の重要な機能を維持するため、「国土強靱化基本計画」9に基づき、必要・1 

十分な予算を確保し、自助・共助・公助を適切に組み合わせ、本年、具体化される気候変動2 

への取組強化、防災・減災、国土強靱化新時代10等の新たな動きと歩調を合わせて、女性、3 

高齢者や障害者など多様な視点を踏まえながら、ハード・ソフト一体となった取組を強力に4 

推進する。 5 

気候変動の影響により激甚化・頻発化する水害・土砂災害や高潮・高波への対策として、6 

堤防・ダム・砂防堰堤
えんてい

・下水道・ため池の整備、森林整備・治山対策、ダムの事前放流・堆7 

砂対策、線状降水帯等の予測精度向上、グリーンインフラの活用、災害リスクも勘案した土8 

地利用規制等を含むまちづくりとの連携など、流域全体を俯瞰した流域治水を推進する。令9 

和２年度豪雪も教訓に豪雪時の道路交通確保対策を強化する。本年２月の福島県沖を震源10 

とする地震被害も踏まえ、災害に強い道路、鉄道、海上交通ネットワークの構築等を推進す11 

る。無電柱化、インフラ老朽化対策等を加速するとともに、ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ11等防災の12 

体制・機能の拡充・強化、消防団を含む消防防災力の充実、学校など避難拠点の防災機能強13 

化、複合災害や熱中症対策など地域特性を考慮した避難所の環境改善、ＮＧＯ等との官民連14 

携、防災ボランティア等や気象防災アドバイザーの充実、次期気象衛星や防災デジタルプラ15 

ットフォーム12及び防災ＩｏＴ13等デジタル技術を活用した災害関連情報の高度化、要配慮16 

者避難の促進等14、防災教育、船舶や医療コンテナの活用を含む医療体制の強化等による地17 

域防災力の向上を図りつつ、事前復興の観点を含め行政と住民等との災害リスクコミュニ18 

ケーションを推進する。 19 

中長期的な目標の下、取組の更なる加速化・深化を図るため、追加的に必要となる事業規20 

模等を定めた「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」15を推進し、引き続き、21 

災害に屈しない国土づくりを進める。 22 

 23 

（２）東日本大震災等からの復興   24 

新たな復興期間においても、「『第２期復興・創生期間』以降における東日本大震災からの25 

復興の基本方針」16等に基づき、内閣の最重要課題として、政治の責任とリーダーシップの26 

下、復興庁を司令塔に、復興に取り組む。地震・津波被災地域では、被災者の心のケアなど27 

残された課題に取り組む。福島の復興・再生は中長期的対応が必要であり、今後も国が前面28 

に立って取り組む。東京電力福島第一原発の廃炉及び環境再生を安全かつ着実に進める。Ａ29 

ＬＰＳ処理水17の処分方針に沿って理解醸成に取り組み、不測の風評影響への懸念払拭に向30 

け、追加対策を含め万全の対応を図る。住民の帰還促進と併せ、移住等の促進を図る。たと31 

                                            
9 平成30年12月14日閣議決定。 
10 「防災・減災、国土強靱化新時代の実現のための提言」（令和３年５月25日内閣府・内閣官房防災・減災、国土強靱化ＷＧ・
チーム提言）に基づく取組。 
11 Technical Emergency Control Forceの略称。緊急災害対策派遣隊。大規模な自然災害等に際し、被災自治体等が行う被災
状況の把握、被害の拡大の防止、被災地の早期復旧等に対する技術的な支援を行う。 
12 災害対応に必要な情報をシステム間の連携等により収集・分析・加工・共有するシステム。 
13 災害時等において、インターネットに接続されているドローン、監視カメラやセンサー等を活用し、現場の状況を機械で収
集する仕組み。 
14 一人ひとりの被災者の状況を把握した上で、被災者に対するきめ細やかな支援を実施する災害ケースマネジメントを含む。 
15 令和２年12月11日閣議決定。 
16 「『復興・創生期間』後における東日本大震災からの復興の基本方針」（令和元年12月20日閣議決定）を同３年３月９日変
更。 

17 多核種除去設備（Advanced Liquid Processing System）等により、トリチウム以外の放射性物質について安全に関する規
制基準値を確実に下回るまで浄化した水。 
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え長い年月を要するとしても、将来的に帰還困難区域の全てを避難指示解除し、復興・再生1 

に責任を持って取り組むとの決意の下、特定復興再生拠点区域の整備を進めるとともに、地2 

元の意見を丁寧に伺いながら、拠点区域外の避難指示解除に向けた方針の検討を加速する。3 

福島イノベーション・コースト構想に基づき、産業発展や制度の整備等に資するよう、空飛4 

ぶクルマの実証等を進める。国際教育研究拠点については、「国際教育研究拠点の整備につ5 

いて」18に基づき、既存施設との相乗効果・可能な限りの統合を目指すとともに、財源・人6 

員面での長期・安定的な運営を可能とする仕組みの設計等を進め、本年秋までに新法人の形7 

態を決定し、本年度内に基本構想を策定する。改定した福島新エネ社会構想に基づき、再生8 

可能エネルギーの更なる導入拡大と水素の社会実装を進めるとともに、未来志向のまちづ9 

くりを推進する。また、営農再開を加速するとともに、風評払拭に向け、放射線等に係る正10 

確な情報発信、科学的・合理的見地から食品等に関する規制等の検証等を行う。また、災害11 

からの復旧・復興に全力を尽くす。 12 

 13 

 14 

第２章 次なる時代をリードする新たな成長の源泉 15 

～４つの原動力と基盤づくり～ 16 

 17 

１．グリーン社会の実現     18 

我が国は「2050 年カーボンニュートラル」を宣言し、世界の脱炭素を主導し、経済成長19 

の喚起と温暖化防止・生物多様性保全との両立を図り、将来世代への責務を果たす。また、20 

2030 年度の温室効果ガス排出削減目標を 2013年度比 46％減という新たな目標とした。さ21 

らに、50％減の高みに向け、挑戦を続ける。この実現に向け、①脱炭素を軸として成長に資22 

する政策を推進する、②再生可能エネルギーの主力電源化を徹底する、③公的部門の先導に23 

より必要な財源を確保19しながら脱炭素実現を徹底する、という３つの考えの下で推進する。 24 

 25 

（１）グリーン成長戦略による民間投資・イノベーションの喚起 26 

上記目標の実現に向け、経済と環境の好循環を生み出す脱炭素化を推進するため、「地球27 

温暖化対策計画」20や「エネルギー基本計画」21を見直す。 28 

また、産業構造や経済社会の変革をもたらし、大きな成長と国民生活のメリットにつなげ29 

ていくため、グリーン成長戦略22に基づき、あらゆる政策を総動員し、洋上風力、水素、蓄30 

電池など重点分野23の研究開発、設備投資を進める。 31 

グリーンイノベーション基金24による野心的なイノベーションに挑戦する企業への 10 年32 

間の継続支援、カーボンニュートラルに向けた投資促進税制の活用等、企業の脱炭素化投資33 

を後押しするとともに、新技術の導入に資する規制改革や国際標準化に取り組む。また、34 

                                            
18 令和２年12月18日復興推進会議決定。これに基づき、上記のほか、司令塔機能の明確化、民間企業等との連携促進等に取
り組む。 
19 諸外国の取組を参考にする。例えば、米国は気候変動対策に取り組む際、税制改革等で財源調達を行おうとしている。 
20 平成28年５月13日閣議決定。 
21 平成30年７月３日閣議決定。 
22 「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」（令和３年６月18日経済産業省取りまとめ）。 
23 グリーン成長戦略における14の重点分野を指す。 
24 「国民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合経済対策」（令和２年12月８日閣議決定）により２兆円規模で設置。 
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3,000兆円ともいわれる世界の環境投資資金を我が国に呼び込み、グリーン、トランジショ1 

ン、イノベーションに向かう資金の流れを作る。このため、ＴＣＦＤ25等に基づく開示の質2 

と量の充実、グリーンボンド等の取引が活発に行われるグリーン国際金融センターの実現、3 

一足飛びでは脱炭素化が難しい産業向けのトランジション・ファイナンスの推進等に取り4 

組む。また、グリーンＧＤＰ（仮称）などの研究・整備を進める。 5 

 6 

（２）脱炭素化に向けたエネルギー・資源政策 7 

2050 年カーボンニュートラル及び 2030 年度の温室効果ガス排出削減目標の実現を前提8 

に、「エネルギー基本計画」を見直す。エネルギー政策の原則である３Ｅ＋Ｓ（安全、安定9 

供給、経済効率性、環境適合）の考え方を大前提に、政策連携や取組の強化を図る。 10 

こうした考え方の下、電力部門の脱炭素化に向け、再生可能エネルギーの主力電源化を徹11 

底し、再生可能エネルギーに最優先の原則で取り組み、国民負担の抑制と地域との共生を図12 

りながら最大限の導入を促す。立地規制の見直し、系統制約の克服、ＥＶを含めた蓄電池や13 

ディマンドレスポンスの活用等による柔軟性の確保や電力市場制度の大胆な改革を進める。14 

また、必要な送配電網・電源への投資を着実に実施し、コスト効率化や、分散型エネルギー15 

システムなど真の地産地消にも取り組むよう促す。火力については、ＣＣＵＳ/カーボンリ16 

サイクルを前提とした利用や水素・アンモニアによる発電を選択肢として最大限追求する。17 

原子力については、可能な限り依存度を低減しつつ、安全最優先の原発再稼働を進めるとと18 

もに、実効性ある原子力規制や、道路整備等による避難経路の確保等26を含む原子力防災体19 

制の構築を着実に推進する。安全性等に優れた炉の追求など将来に向けた研究開発・人材育20 

成等を推進する。  21 

電力部門以外は、炭素生産性が欧州に比べ劣っている中、省エネルギーを徹底し、未利用22 

熱等27も活用するとともに、供給側の脱炭素化を踏まえた電化を中心に進める。電化できな23 

い熱需要については、水素などの脱炭素燃料やカーボンリサイクルも活用していく。自動車24 

については、ＥＶ充電設備や水素ステーションの整備等を進め、普及が遅れている電動化を25 

戦略的に推進するとともに、ＳＳ28の総合エネルギー拠点化等を進める。住宅・建築物につ26 

いては、規制的措置を含む省エネルギー対策を強化し、ＺＥＨ・ＺＥＢ29等の取組を推進す27 

るとともに、森林吸収源対策を強化する。水素の輸入等のためのカーボンニュートラルポー28 

トの形成や船舶・航空分野の脱炭素化を進める。特に、2030 年度目標の実現のため、複数29 

年度にわたる取組を計画的に実施する新たな仕組みを検討する。「地域脱炭素ロードマップ」30 
30に基づき、地域・暮らしの分野における地方自治体や国民の取組を推進し、2030年までに31 

脱炭素先行地域を少なくとも 100 か所創出するとともに、全国で重点対策を実施し、脱炭32 

素ドミノを起こす。また、プラスチック資源循環を始め循環経済への移行を推進する。  33 

脱炭素社会への円滑な移行を進めつつ、メタンハイドレート、海底熱水鉱床、レアアース34 

泥等の国産海洋資源開発を含むエネルギー・鉱物資源の安定供給の確保に取り組む。 35 

 36 

                                            
25 Task Force on Climate-related Financial Disclosuresの略称。 
26 モデル実証事業等による避難の円滑化や高度被ばく医療の質の向上等を含む。 
27 工場排熱等の未利用熱や、地中熱等の再生可能エネルギー熱。 
28 サービスステーションの略称。 
29 Net Zero Energy House及びNet Zero Energy Buildingの略称。 
30 令和３年６月９日国・地方脱炭素実現会議決定。 
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（３）成長に資するカーボンプライシングの活用 1 

市場メカニズムを用いる経済的手法（カーボンプライシング等）は、産業の競争力強化や2 

イノベーション、投資促進につながるよう、成長戦略に資するものについて、躊躇なく取り3 

組む。 4 

クレジット取引については、企業ニーズの高まりを踏まえ、非化石証書31やＪクレジット5 
32に係る既存制度を見直し、自主的かつ市場ベースでのカーボンプライシングを促進する。6 

その上で、炭素税や排出量取引については、負担の在り方にも考慮しつつ、プライシングと7 

財源効果両面で投資の促進につながり、成長に資する制度設計ができるかどうか、専門的・8 

技術的な議論を進める。国境調整措置については、我が国の基本的考えを整理した上で、戦9 

略的に対応する。 10 

 11 

２．官民挙げたデジタル化の加速     12 

 デジタル時代の官民インフラを今後５年で一気呵成に作り上げる。デジタル庁を核とし13 

たデジタル・ガバメントの確立、民間のＤＸを促す基盤整備を加速し、全ての国民にデジタ14 

ル化の恩恵が行き渡る社会を構築する。 15 

 16 

（１）デジタル・ガバメントの確立     17 

「デジタル・ガバメント実行計画」33に従い行政のデジタル化を強力に推進する。デジタ18 

ル庁は各府省庁への勧告権等を活用し総合調整機能を果たす。そのため、各府省庁や民間か19 

ら有為の人材を登用する。また、各府省庁は国家公務員採用総合職試験「デジタル」区分合20 

格者を積極的に採用するとともにデジタル庁・ＮＩＳＣによる職員育成・研修の充実を図21 

る。国や地方行政のＢＰＲ（業務改革）を進め、効率化とサービス向上を図る。 22 

2022 年度末にほぼ全国民にマイナンバーカードが行き渡ることを目指すとの方針の下普23 

及に取り組む。マイナンバーカードの健康保険証、運転免許証との一体化などの利活用拡24 

大、スマホへの搭載等について、国民の利便性を高める取組を推進する。    25 

政府のデータ戦略に基づき、政策課題に対応するデータを特定・発掘し、その活用・共有26 

を前提としたデータ設計・整備を行い、整備されたデータの最大限の利活用を図る。デジタ27 

ル庁は、個人情報保護と両立する形での地方自治体保有データも含む行政データ提供のワ28 

ンストップ化の仕組みを構築する。医療・介護、教育、インフラ、防災に係るデータ・プラ29 

ットフォームを早期に整備する。 30 

給付事務等への活用を念頭に行政機関間の情報連携を推進する。住民情報の連携につい31 

て、マイナンバー制度の活用を図る。法整備も視野に入れ、本年中に給付事務用やＧビズＩ32 

Ｄ34発行事務用等を含めた国の行政機関間の全ての商業登記情報連携を無償化するととも33 

に、独立行政法人及び地方自治体との間の全ての連携についても本年度中の無償化を目標34 

に作業を進める。これによりデジタルで手続を完結させ、紙の登記事項証明書の添付省略を35 

促進する。会社法35上の決算公告義務の履行を確保しつつ、経済産業省及び国立印刷局は、36 

                                            
31 非化石電源（再生可能エネルギー、原子力等）に由来する電気の環境価値を証書化する制度。 
32 温室効果ガスの排出削減・吸収量をクレジットとして認証する制度。 
33 令和２年12月25日閣議決定。 
34 法人等が府省庁・地方自治体の各種オンライン行政サービスにログインするための共通認証システム。 
35 会社法（平成17年法律第86号）。 
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契約情報・会社決算情報等の官報掲載情報のＧビズインフォ36との情報連携を本年中に開始1 

する。記帳等の経理事務のデジタル化及び記帳水準の向上を図るなど民間部門の経理・行政2 

事務のＤＸを推進する。デジタル庁は、ベース・レジストリ37の構築・管理・運営において3 

知見のある国立印刷局等の公的機関の協力を求め、その早期構築に取り組む。 4 

オンライン化されていない行政手続の大部分を、５年以内にできるものから速やかにオ5 

ンライン化し、オンライン化済のものは利用率を大胆に引き上げる。 6 

 7 

（２）民間部門におけるＤＸの加速      8 

デジタル基盤整備を加速し、マイナンバー制度等これまで構築した基盤も活用しながら、9 

民間部門全体におけるＤＸやデジタル投資の加速に官民一体で取り組み、経済社会全体の10 

生産性を徹底的に引き上げていく必要がある。 11 

このため、ＤＸの基盤である５Ｇの整備計画を税制支援も通じて加速し、地域カバー率を12 

2023年度末に98％まで高めるとともに、ローカル５Ｇの開発実証等を進める。先端半導体13 

の製造基盤強化やサプライチェーン強靱化を推進するとともに、ポスト５Ｇ38の情報通信シ14 

ステム開発を進め、「Beyond５Ｇ」の研究開発とともに、知的財産取得・国際標準化を推進15 

する。さらに、光ファイバ整備を確実に進めるとともに、ブロードバンドのユニバーサルサ16 

ービス化39に向けた所要の措置を講ずる。携帯電話市場における、公正な競争環境の整備を17 

進め、料金の低廉化を図る。大規模災害等への対応のため、インターネットエクスチェンジ18 
40の地方分散やデータセンターの国内立地・新規拠点整備等に取り組む。また、クラウドサ19 

ービスの信頼性向上、相互接続性や強靱性の確保を図る。このほか、準天頂衛星等の整備を20 

進めるとともに、地理空間（Ｇ空間）情報の高度活用41及び衛星データの利活用を図る。 21 

新たな時代のルール整備として、デジタルプラットフォーム取引透明化法42の対象にデジ22 

タル広告市場を追加するなど、競争政策強化に関する必要な制度上の措置等43を講ずる。 23 

こうした基盤整備を追い風にし、地方における中小企業も含めて非対面型ビジネスモデ24 

ルへの変革や新産業モデルを創出する。このため、企業全体で取り組むデジタル投資を税制25 

により支援し、特に中小企業においては、ＩＴ導入サポートを拡充し、そのＤＸ推進を大胆26 

に加速するほか、標準化された電子インボイスや、金融機関による支援等も通じた中小企業27 

共通ＥＤＩ44等の普及促進を図る。また、物流ＤＸや標準化等を通じて、サプライチェーン28 

全体の徹底した最適化を図る。加えて、ＡＩ、ＩｏＴやビッグデータを活用し、新たな付加29 

価値を創造していく。例えば、無人自動運転等の先進ＭａａＳを始めとする Connected 30 

Industries45を構築する。 31 

                                            
36 法人に関し各府省庁に分散して所在する公開情報を集約し、インターネットでオープンデータとして一元的に提供するサー
ビス。 
37 官民の活動をワンスオンリ―化するには、行政機関等が登録・公開する人、土地、建物等の正確・最新の情報を参照し各手
続で利用する必要がある。このような社会の基盤となるデータベースを「ベース・レジストリ」と呼ぶ。 
38 多数同時接続や超低遅延の機能が強化された５Ｇをいう。 
39 日本全国の全ての家庭等で高速ネット通信にアクセス可能な環境が確保されている状況。 
40 インターネットにおけるトラフィック（データ通信）の中継地点のこと。 
41 本年度末に第四期地理空間情報活用推進基本計画を策定予定。 
42 特定デジタルプラットフォームの透明性及び公正性の向上に関する法律（令和２年法律第38号）。 
43 公正取引委員会の唱導の強化、体制及び執行の強化を含む。 
44 Electronic Data Interchangeの略称。2023年10月のインボイス制度への移行、2024年1月のＩＳＤＮサービス終了が迫
る中、中小企業における普及促進が期待される。 
45 企業の垣根を越えた協調領域におけるデータ共有・連携・利活用を通じて、データを介して機械、技術、人などがつながる
ことで、新たな付加価値創出と社会課題解決が可能となる産業のこと。 
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ＣＢＤＣについて、政府・日銀は、2022 年度中までに行う概念実証の結果を踏まえ、制1 

度設計の大枠を整理し、パイロット実験や発行の実現可能性・法制面の検討を進める46。 2 

 3 

（３）デジタル人材の育成、デジタルデバイドの解消、サイバーセキュリティ対策     4 

社会全体で求められるデジタル人材像を共有して先端技術を担う人材等の育成・確保を5 

図るため、経済界や教育機関等と協力して、教育コンテンツやカリキュラムの整備、実践的6 

な学びの場の提供等を行うデジタル人材プラットフォームを構築し、地方におけるデジタ7 

ル人材育成の取組とも連携する。さらに、ＩＰＡ（独立行政法人情報処理推進機構）が、経8 

済界との協力を含む体制整備を行い、各種デジタル人材47のスキルを評価する基準を作成す9 

る。 10 

全国の大学・高等専門学校・専門学校等において数理・データサイエンス・ＡＩ教育の充11 

実や、デジタル関連学部や修士・博士課程プログラムの拡充・再編を図ることとし、モデル12 

カリキュラムの普及、国際競争力のある分野横断型の博士課程教育プログラムの創設、ダブ13 

ルメジャー等を推進する。デジタル人材の裾野拡大のため、職業訓練と教育訓練給付のデジ14 

タル人材育成への重点化を図ることとし、デジタル関連プログラムの拡充等の強化を行う。 15 

「誰一人取り残さない」という理念の下、「デジタル・ガバメント実行計画」に基づき、16 

ＩＴリテラシーやスキルの底上げ・再生などのデジタルデバイド対策を推進する。特に地域17 

で育成したデジタル人材を積極的に活用し、デジタル活用に不安のある高齢者等にオンラ18 

インサービスの利用方法等に関して講習会・出前講座48等の助言・相談を行うとともに、行19 

政窓口等でのサポートに努めるなど、支援の仕組みの充実を図る。生活困窮者のデジタル利20 

用等の実態を把握し、必要な支援策を検討する。生体認証技術等を活用した簡便なオンライ21 

ン上の本人確認の仕組みの普及促進を図る。 22 

さらに、健全な情報通信社会の実現に向けて不可欠なサイバーセキュリティ対策の強化23 

のため、政府の次期サイバーセキュリティ戦略を2021年中に策定する。加えて、サイバー24 

攻撃に対応する技術開発、人材育成、産学官連携拠点の形成を図る。また、関係府省庁、電25 

気通信事業者等重要インフラ事業者による積極的なセキュリティ対策を推進するほか、サ26 

イバーセキュリティに係るサプライチェーンリスク49への対策を強化する。 27 

 28 

３．日本全体を元気にする活力ある地方創り～新たな地方創生の展開と分散型国づくり～     29 

感染症を契機とした地方への関心の高まり、テレワーク拡大、デジタル化といった変化を30 

後押しして地方への大きな人の流れを生み出し、新たな地方創生を展開し、東京一極集中を31 

是正する。活力ある地方を創り、地方の所得を引き上げ、日本全体を元気にしていく。 32 

 33 

 34 

                                            
46 ＣＢＤＣ＝Central Bank Digital Currency（中央銀行デジタル通貨）。デジタル社会にふさわしい通貨・決済システムの構
築等に向けて、高度なセキュリティの確保や国際的な動向にも十分留意しつつ、検討する。 
47 データサイエンティスト（統計分析やコンピュータサイエンスの知識を元に、大量のビッグデータから新たな知見を引き出
し、価値を創造する人材）、サイバーセキュリティスペシャリスト（個人や組織をサイバー攻撃の脅威から守るセキュリティ専
門人材）、アーキテクト（ＤＸ技術を理解して、ビジネスとＤＸ技術導入の融合を指揮することのできる人材）、エンジニア（ア
プリ開発、クラウド等のデジタル技術をフルスタックで身に付け、技術のビジネス導入を担う人材）、オペレータ（ＤＸを支え
るデジタル基盤の安定稼働を支える人材）など。 
48 地方自治体等と連携し、公民館等の身近な公共的な場所で高齢者等のデジタル活用を支援する講習会。 
49 製品の開発・製造、設置等の過程で情報の窃取・破壊や悪意ある機能が組み込まれること。 
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（１）地方への新たな人の流れの促進     1 

地方の中小企業等への就業、就農、事業承継、起業等をきっかけとして、地方をフロンテ2 

ィアと捉える都市部人材が地方に移住・定着できるよう取り組む。このため、地域経済活性3 

化支援機構の人材リストを早期に１万人規模へ拡充しつつ、地銀等の人材仲介機能を強化4 

し、地域活性化起業人制度等と連携する。地域おこし協力隊等を充実させ、地方自治体の移5 

住支援体制を強化する。地方でテレワークを活用することによる「転職なき移住」を実現す6 

るため、サテライトオフィスの整備・利用促進、立地円滑化を推進する。 7 

関係人口の拡大に向けて、ふるさと納税等の地域の取組50を後押しする。多様な二地域居8 

住・多拠点居住を促進するため、保育・教育等の住民票・居住地と紐づいたサービスの提供9 

や個人の負担の在り方を整理・検討し、地方自治体向けのガイドラインを本年度中に策定す10 

るとともに、空き家・空き地バンクの拡大・活用等を推進する。 11 

 12 

（２）活力ある中堅・中小企業・小規模事業者の創出      13 

感染症の影響下の変化に対応し、経済の底上げを図る地域を中心に、生産性向上等に取り14 

組む中小企業・小規模事業者に対し思い切った支援を行う。支援策の申請手続の電子化、支15 

援機関や専門家の見える化、民間の支援ビジネスとの連携による経営支援体制の整備を行16 

う。デジタル等の無形資産投資、ＥＣ活用や信用供与等を通じた輸出などの海外展開の促進17 

や人材の確保・育成等により、中小企業の規模拡大を支援し、活力ある中堅・中小企業等の18 

創出を促す。また、地域の女性起業家、社会起業家等を支援するとともに、中小企業等の事19 

業承継・再生の円滑化のための環境を整備すること等により、地域コミュニティの持続的発20 

展を支援する。こうした中小企業支援策について効果的・効率的に行うとともに、中小企業21 

への周知の強化を図る。 22 

下請中小企業における労務費等の上昇を取引価格に円滑に転嫁できるよう、大企業と中23 

小企業のパートナーシップ構築51を推進するとともに、特定の期間を設定して下請取引の特24 

別調査を行うこと等により下請取引の価格交渉を推進する。あわせて、官公需において労務25 

費の円滑な価格転嫁を図るため、官公庁が最低賃金額の改定を踏まえて契約金額に関して26 

必要な確認を行う措置を適切に講ずる。 27 

 28 

（３）賃上げを通じた経済の底上げ      29 

民需主導で早期の経済回復を図るため、賃上げの原資となる企業の付加価値創出力の強30 

化、雇用増や賃上げなど所得拡大を促す税制措置等により、賃上げの流れの継続に取り組31 

む。我が国の労働分配率は長年にわたり低下傾向にあり、更に感染症の影響で賃金格差が広32 

がる中で、格差是正には最低賃金の引上げが不可欠である。感染症の影響を受けて厳しい業33 

況の企業に配慮しつつ、雇用維持との両立を図りながら賃上げしやすい環境を整備するた34 

め、生産性向上等に取り組む中小企業への支援強化、下請取引の適正化、金融支援等に一層35 

取り組みつつ、最低賃金について、感染症下でも最低賃金を引き上げてきた諸外国の取組も36 

                                            
50 例えば、「ふるさと住民票」、ふるさと住民登録制度、森林・田畑等のオーナー制度等の地域の取組がある。 
51 未来を拓くパートナーシップ構築推進会議では、労務費等の価格転嫁に関し、大企業と中小企業の協議を促進し、共に成長
できる持続可能な関係を構築することを目的にしている。 
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参考にして、感染症拡大前に我が国で引き上げてきた実績52を踏まえて、地域間格差にも配1 

慮しながら、より早期に全国加重平均1000円とすることを目指し、本年の引上げに取り組2 

む。 3 

また、本年４月に中小企業へ適用が拡大した「同一労働同一賃金」に基づき、非正規雇用4 

の処遇改善を推進するとともに、非正規雇用の正規化を支援する。 5 

 6 

（４）観光・インバウンドの再生      7 

観光関連産業は約900万人が従事し、地方を支えている。我が国の自然、気候、文化、食8 

といった魅力は失われておらず、観光立国実現に官民一丸で取り組む。 9 

Ｇｏ Ｔｏトラベル事業は、今後の感染状況等を踏まえて取扱いを判断することとし、宿10 

泊施設・観光地等での感染拡大防止策を徹底した上で、地域観光事業支援を実施する。ワー11 

ケーションや休暇取得促進等により旅行需要平準化を図り、混雑を低減させる。 12 

観光客が戻るまでの時間を活用し、観光業や観光地の再生のため、宿泊施設や飲食、土産13 

物店等の施設改修や廃屋撤去、経営力底上げやＤＸ推進等による収益性・生産性向上、金融14 

機関等と連携した宿泊施設再生、地方自治体等の観光施設への民間活力導入等に取り組む。 15 

地域内の縦割りを超えた観光業と異業種の連携によるコンテンツ造成や、デジタル技術16 

も活用した観光資源の磨き上げ、スノーリゾート整備や国立公園の滞在環境上質化、古民家17 

等の歴史的資源の面的活用、文化観光拠点等の整備や三の丸尚蔵館の美術品等の地方展開18 

等を進める。日本酒、焼酎・泡盛等のユネスコ無形文化遺産への登録を目指す。 19 

多言語表記やバリアフリー、ＣＩＱ等の受入環境整備、観光地への交通の充実、上質なサ20 

ービスを求める観光客誘致のための取組を進める。国内外の感染状況等を見極めながら、小21 

規模分散型パッケージツアーの試行等により、安心・安全な旅行環境整備を目指す。 22 

ＩＲ整備は、厳格なカジノ規制の実施を含め、所要の手続を着実に進める。 23 

 24 

（５）輸出を始めとした農林水産業の成長産業化     25 

人口減少に伴う国内市場縮小や農林漁業者の減少、気候変動等に対応するため、農林水産26 

業全般にわたる改革53を力強く進め、成長産業としつつ、所得の向上、活力ある農山漁村の27 

実現、食料安全保障の確立を図る。 28 

輸出戦略54に基づき、マーケットインやマーケットメイクの推進55に向け、品目団体の組29 

織化等による海外での販売力強化、農産物特有のリスクに対応し事業者の後押し等の施策30 

を講じ、所要の法56改正も含め検討する。加工・業務用野菜の国産切替えを進める。 31 

「みどりの食料システム戦略」57の目標達成に向け、革新的技術・生産体系の開発・実装、32 

                                            
52 「経済財政運営と改革の基本方針2016」（平成28年６月２日閣議決定）において「最低賃金については、年率３％程度を目
途として、名目ＧＤＰ成長率にも配慮しつつ引き上げ、全国加重平均が1000円となることを目指す」と記載。それ以降、最低
賃金額の全国加重平均は対前年比で、2016年3.1％、2017年3.0％、2018年3.1％、2019年3.1％と引き上げられている。な
お、2020年は、0.1％の引上げとなった。 
53 「農林水産業・地域の活力創造プラン」（令和２年12月15日農林水産業・地域の活力創造本部改訂）等に基づく改革。 
54 「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」（令和２年12月15日農林水産業・地域の活力創造本部決定）。2030年までに５兆
円とする輸出額目標を実現するため、実行する施策をまとめた戦略。 
55 海外市場で求められるスペック（量・価格・品質・規格）の産品をその価値に見合った適正な価格で専門的・継続的に生産・
輸出すること。 
56 農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律（令和元年法律第57号）。 
57 令和３年５月 12 日みどりの食料システム戦略本部決定。持続可能な食料システムの構築に向けた新たな政策方針。ＣＯ２
ゼロエミッションや農薬・肥料の低減など2050年目標を設定。 
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グリーン化に向けた行動変容を促す仕組みを検討するとともに、国際ルールづくり58に取り1 

組む。 2 

中山間地域等を含めた生産基盤の確保・強化に向け、スマート農林水産業の実装加速化、3 

支援サービス事業の育成等を推進するほか、農地バンクの機能強化等による農地の集約と4 

最大限の利用、多様な人材確保と担い手育成、新たな農業・農村ビジネス展開を大胆に進め5 

る仕組みを検討する。土地改良事業や家畜疾病対策を推進するとともに、広域捕獲等の鳥獣6 

対策を強化する。食品産業の強化に向け、自動化、データ連携等の推進、新しい生活様式に7 

対応した業態転換等を進める。 8 

新たな「森林・林業基本計画」59に基づき、エリートツリー60による再造林等適正な森林管9 

理、持続的な経営体の育成、都市での木材利用促進等を進める。 10 

新漁業法61に基づく新たな資源管理や養殖業の成長産業化、漁業者の経営安定、不漁問題11 

に対応した持続的な水産業を推進する。 12 

 13 

（６）スポーツ・文化芸術の振興      14 

2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会について、安全・安心な大会を実現15 

するとともに、大会の多様なレガシーを創出する。全ての国民が気軽にスポーツできる環境16 

を整備し、その価値を実感できる社会を実現する。民間資金の一層の活用等62により、指導17 

者や活動団体を育成し、地域スポーツの普及・発展を図る。このため、現行スポーツ基本計18 

画63の成果を精査した上で、スポーツ・健康まちづくりの推進も含めた次期計画を本年度内19 

に策定し、政府一体となってこれを推進する。 20 

伝統ある文化財、日本遺産等の地域の文化資源の持続可能な活用を促進するため、文化財21 

の匠プロジェクト64の検討や国立文化施設の機能強化等を図りつつ、保存・活用を一体的に22 

推進できる体制を強化する。子供たちの鑑賞・体験活動の充実、日本博の全国展開、アート23 

市場の活性化、ＤＸ時代に対応した著作権制度の構築等の文化ＤＸ65の推進等を含む政策パ24 

ッケージを関係府省庁と連携して年内に策定するなど、文化芸術活動の感染症からの力強25 

い復興と発展を支援する。 26 

 27 

（７）スマートシティを軸にした多核連携の加速       28 

政令指定都市及び中核市等を中心にスマートシティを強力に推進し、住民満足度の向上、29 

グリーン化など多様で持続可能なスマートシティを2025年度までに100地域構築する。こ30 

のため、政府内の推進体制を強化し、ハード・ソフト両面での一体的な支援によりスマート31 

シティの形成を進める。 32 

                                            
58 本年９月に国連事務総長主催の下、ニューヨークにおいて、各国首脳等が参加し、環境に調和した農業の推進等の食料シス
テムに係る多方面にわたるテーマが取り上げられ、初めて開催される予定の「国連食料システムサミット」等の機会を捉え、
国際ルールメイキングに参画する。 
59 令和３年６月15日閣議決定。 
60 林業経営の低コスト化、森林の二酸化炭素吸収能力の向上、伐期の短縮等を図ることを目的に開発されている初期成長や材
質等に優れた品種。 
61 漁業法（昭和24年法律第267号）。 
62 先端技術を用いた新たな価値創出等による事業収入や寄附の拡大、学校を含むスポーツ施設に民間投資を呼びこむＰＦＩや
指定管理等を通じたスポーツ産業の資金循環システムの強化、スポーツ振興くじの売上や商品拡大等による助成の充実等。 
63 平成29年３月24日文部科学大臣決定。 
64 文化財の修理人材の養成及び社会的認知の向上、用具・原材料の確保、適正周期の修理、防火等の防災・防犯対策等。  
65 デジタル技術を活用した文化芸術活動等の効果的・効率的な推進をさす。 
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具体的には、スマートシティの整備を加速させるためスーパーシティ66を起点に、スマー1 

トシティ重点整備地域を選定し、都市間・分野間連携の基盤となる都市ＯＳ67の早期整備に2 

よって、多核連携68の実現を後押しする。サービスの開発・運用の更なる促進を図るため、3 

街区内の包括的な脱炭素化推進やゼロカーボンシティに向けた取組等のグリーン化との協4 

調を図るとともに、ＭａａＳ等の実装段階にあるサービスの横展開を加速する。 5 

さらに、スマートシティの機能や水準を具体化するとともに、スマートシティ形成に寄与6 

する評価指標の精査、デジタルとまちづくりを兼ね備えた人材の育成、ＢＩＤを含め運営資7 

金回収モデルの確立など、マネジメントの強化を進め、持続可能なスマートシティの構築を8 

支える。 9 

また、３Ｄ都市モデル等のデジタル技術やデータの利活用を行いつつ、職住遊などの機能10 

が充実した都市のコンパクト化を図った上で、ユニバーサルデザインの街づくり、利用者負11 

担の枠組みも活用した鉄道等のバリアフリー化、モーダルコネクト強化、自転車利用環境の12 

充実を含む移動環境の整備等とスマートシティが融合し、多様な働き方・暮らし方を促進13 

し、ＱＯＬの向上を目指す。 14 

スマートシティの国際戦略については、日本の都市インフラ整備等の経験やデータ管理15 

のノウハウを官民が連携して海外へ展開するとともに、国際標準の活用・構築及びＦＳ調16 

査・国際実証事業等を推進する。 17 

 18 

（８）分散型国づくりと個性を活かした地域づくり     19 

地方における付加価値の高い雇用の創出に向けて、地域の個性を活かし、インバウンド再20 

生、中小企業や農業の輸出促進等により戦略的に外需を取り込むことに加え、ヘルスケアや21 

グリーン分野を産業化し、サプライチェーン再編を契機とした内需再構築に取り組む。 22 

地域活性化に向けた環境整備のため、高規格道路、整備新幹線、リニア中央新幹線、港湾、23 

漁港等の人流・物流ネットワークの早期整備・活用を進めるとともに、感染症の影響により24 

危機的状況にある航空・地域公共交通サービスの持続可能性を確保し、維持・活性化を図25 

る。また、造船・海運業等の競争力強化を図る。地域の特色を活かした多様なスマート化を26 

進めるとともに、道路や公園等の都市インフラや民間施設の利活用等を通じ、ゆとりがあり27 

居心地が良く歩きたくなるまちづくりを推進する。 28 

地域の知と人材が集積する地方大学の力を強化する政策パッケージを本年度中に策定し、29 

ＳＴＥＡＭ69教育を中心とした人材育成や研究開発により地方の産業創出を推進する。東京30 

圏の大学の地方サテライトキャンパスの設置を促進する。専門高校・専修学校において、地31 

域の産業界等との連携・協働による実践的な職業教育を推進する。 32 

地方への資金の流れを拡大するため、人材派遣型を始め企業版ふるさと納税の更なる活33 

用を促進する。企業の本社機能の移転等に向け、地方拠点強化税制の活用促進を図る。産学34 

金官連携により、地域の経済循環を担う地域密着型企業の立ち上げを促進する。地域経済の35 

回復等を支えるため、地域金融機関の経営基盤強化に係る改革を支援する。地域づくり人材36 

                                            
66 本年中目途で区域指定。 
67 内閣府で公表しているリファレンスアーキテクチャに準拠。 
68 多核連携とは、個人や企業が集積する地域（核）が全国に分散して存在し、それぞれの核が連携し合うこと。 
69 ＳＴＥＭ（Science, Technology, Engineering, Mathematics）に加え、芸術、文化、生活、経済、法律、政治、倫理等を含
む広い範囲でＡ（Art(s)）を定義している。 
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の確保や農山漁村体験を推進し、過疎地域、離島、豪雪地帯、半島、奄美、小笠原等の条件1 

不利地域対策に取り組む。 2 

これまでの沖縄振興策の検証結果70も踏まえ、現行沖縄振興特別措置法71期限後の沖縄振3 

興の在り方について検討を進めつつ、沖縄が日本の経済成長の牽引
けんいん

役となるよう、観光等4 

の各種産業の振興、基地跡地の利用、人材育成を含め、国家戦略として沖縄振興策を総合5 

的・積極的に推進する。 6 

ゼロカーボン北海道72、食と観光、北方領土隣接地域の振興等、北海道開発に取り組む。7 

ウポポイを充実させるとともに、アイヌの人々の歴史、文化の一層の国民理解を図る等、そ8 

の人々の誇りが尊重される社会の実現に取り組む。 9 

 10 

４．少子化の克服、子供を産み育てやすい社会の実現   11 

少子化の克服、子供を産み育てやすい社会の実現のため、子供の視点に立った政策を推進12 

する。出生数の減少が予測を上回る速度で進行し人口減少に歯止めがかからない一方で、児13 

童生徒の自殺者数が増加し、児童虐待や重大ないじめの問題は深刻化している。こうした危14 

機的状況の下で、「少子化社会対策大綱」73等に基づき、不安に寄り添いながら、安心して結15 

婚、妊娠・出産、子育てができる環境整備に取り組むなど長年の課題であった少子化対策を16 

前に進め、「希望出生率 1.8」と結婚、妊娠・出産、子育てを大切にするという意識が社会17 

全体で深く共有され地域全体で子育て家庭を支えていく社会の実現を目指す。また、子供の18 

視点で、子供に関する政策を抜本的に見直し、家庭、地域、幼稚園、保育所、学校、地方自19 

治体を始め、親や就労環境など子供を取り巻くあらゆる環境を視野に入れ、ジェンダーギャ20 

ップ解消への取組も含め、子供の命や安全を守る施策を強化する。子供の成育、成長過程の21 

全体について、予算、人材等の資源を投入し、待機児童問題を解消するとともに、児童虐待22 

や重大ないじめへの対応を強化し、子供の貧困等の様々な課題の解決を目指す。 23 

その際、将来の子供たちに負担を先送りすることのないよう、応能負担や歳入改革を通じ24 

て十分に安定的な財源を確保しつつ、有効性や優先順位を踏まえ、速やかに必要な支援策を25 

講じていく。安定的な財源の確保にあたっては、企業を含め社会・経済の参加者全員が連帯26 

し、公平な立場で、広く負担していく新たな枠組みについても検討する。 27 

 28 

（１）結婚・出産の希望を叶え子育てしやすい社会の実現 29 

賃上げや正規・非正規の格差是正など少子化の背景として指摘される雇用環境の改善に30 

取り組むとともに、社会全体で男性が育児休業を取得しやすい環境の整備を進める。結婚支31 

援、不妊治療への保険適用、出産費用の実態を踏まえた出産育児一時金の増額に向けた検32 

討、産後ケア事業の推進、「新子育て安心プラン」及び「新・放課後子ども総合プラン」の33 

着実な実施、病児保育サービスの推進、地域での子育て相互援助の推進、子育てサービスの34 

多様化の推進・情報の一元的提供、虐待や貧困など様々な課題に対応する包括的な子育て家35 

庭支援体制、ひとり親世帯など困難を抱えた世帯に対する支援、育児休業の取得の促進を含36 

                                            
70 「沖縄振興の現状と課題－沖縄振興計画総点検結果（ロジックモデル等に基づく現状分析）－」（令和３年３月26日内閣府
取りまとめ）。 
71 沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）、本年度末に期限を迎える。 
72 北海道における2050年カーボンニュートラルに向けた取組。 
73 令和２年５月29日閣議決定。 
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めた改正育児介護休業法74の円滑な施行、児童手当法等改正法75附則に基づく児童手当の在1 

り方の検討などに取り組む。子ども・子育て支援の更なる「質の向上」を図るため、消費税2 

分以外も含め、適切に財源を確保していく。今般の感染症下における対応を踏まえ、これま3 

での各種施策を総点検した上で、ＫＰＩを定めつつ包括的な政策パッケージを年内に策定4 

し推進する。 5 

 6 

（２）未来を担う子供の安心の確保のための環境づくり・児童虐待対策 7 

子供の貧困、児童虐待、障害、重大ないじめなど子供に関する様々な課題に総合的に対応8 

するため、年齢による切れ目や省庁間の縦割りを排し、妊娠前から、妊娠・出産・新生児期・9 

乳幼児期・学童期・思春期を通じ、子供の権利を保障し、子供の視点に立って、各ライフス10 

テージに応じて切れ目ない対応を図るとともに、就学時等に格差を生じさせない等の教育11 

と福祉の連携、子供の安全・安心の確保、関係部局横断的かつ現場に至るまでのデータ・統12 

計の充実・活用等を行い、困難を抱える子供への支援等が抜け落ちることのないような体制13 

を構築することとし、こうした機能を有する行政組織を創設するため、早急に検討に着手す14 

る。 15 

児童虐待防止対策について、児童福祉法等改正法76附則に基づき、子供の支援に携わる者16 

の資質の向上に向けた資格の在り方、司法関与の強化も含めた一時保護の適正手続の確保、17 

子供の権利擁護、積極的な取組を評価するなど実効性のある里親支援等の在り方の検討を18 

含む家庭養育優先原則の徹底、措置解除者に対する支援の在り方等について、検討に基づき19 

必要な措置を講ずる。児童の健全育成推進や虐待予防の観点から、支援を要する子育て世帯20 

に支援が行き渡るよう、未就園児の効果的な把握や母子保健と児童福祉のマネジメント体21 

制の再整理、市町村、児童家庭支援センターなどによる在宅支援の推進などについて検討22 

し、所要の措置を講ずるとともに、児童相談所を含めた子供や家庭の支援体制を充実強化す23 

る。 24 

子供の貧困の解消を目指し、子ども食堂・子ども宅食・フードバンクへの支援、地域にお25 

ける居場所づくり、見守り支援等を推進する。また、学校給食などあらゆる場や機会に応じ26 

た食育の充実を図る。 27 

子供にわいせつ行為を行った教員に対する措置について、教育職員等による児童生徒性28 

暴力等の防止等に関する法律77に基づく取組を着実に進める。さらに、保育士における同様29 

の対応のほか、教育・保育施設等や子供が活動する場で、有償、無償を問わず職に就こうと30 

する者から子供を守ることができる仕組みの構築等について検討し、子供をわいせつ行為31 

から守る環境整備を進めるなど、海外の先進事例を踏まえ、子供の安心の確保のための様々32 

な課題について検討する。 33 

 34 

 35 

 36 

 37 

                                            
74 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び雇用保険法の一部を改正する法律（令和３年
法律第58号）。 
75 子ども・子育て支援法及び児童手当法の一部を改正する法律（令和３年法律第50号）。 
76 児童福祉法等の一部を改正する法律（平成28年法律第63号）等。 
77 教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法律（令和３年法律第57号）。 
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５．４つの原動力を支える基盤づくり 1 

（１）デジタル時代の質の高い教育の実現、イノベーションの促進      2 

デジタル時代にふさわしい質の高い教育を実現するため、デジタル教科書の普及促進、小3 

学校における35人学級や高学年の教科担任制の推進、外部人材の活用を図るなど、ＧＩＧ4 

Ａスクール構想78と連動した教育のハード・ソフト・人材の一体改革を推進する。あわせて、5 

通学時等を含む安全・安心な教育環境を整備79しつつ、組織的・実証的な安全対策に取り組6 

むセーフティプロモーションスクールの考え方を参考にした学校安全を推進する。人と人7 

との触れ合いも大事にしながら、これらの取組を通じて個人と社会全体のWell-beingの実8 

現を目指す。１人１台端末をフル活用し、データ駆動型の教育への転換80を図り、ＥｄＴｅ9 

ｃｈ等も活用しながら、個々の教育的ニーズや理解度に応じた学習、ＳＴＥＡＭ教育等の教10 

科等横断的な学習などを進め、「個別最適な学び」と「協働的な学び」を早急に実現する。11 

この中で、本年３月に明確化した方針81に基づき、児童生徒等の発達の段階に応じてオンラ12 

インを活用して、時間・場所・教材等に制約されない質の高い教育を実現する。非認知能力13 

の育成に向け、幼児期からの学びの基盤づくりを含む幼児教育の質の向上、様々な体験活14 

動、読書活動を推進する。ＩＣＴも効果的に活用して、重大ないじめ・自殺、不登校等への15 

対応、特別支援教育の質の向上と専門的人材の育成、在外教育施設の機能強化を図る。デジ16 

タル時代で求められる教師の役割や質の変化等に対応するため、外部人材の登用を含む教17 

員免許制度等に関する抜本改革を検討し、結論が出たものは本年度内から見直す。高度人材18 

教育や起業家教育を強化するため、企業等と連携・協働した教育プログラムの実施、高等専19 

門学校の高度化・国際化、大学の学部段階における文理融合教育、キャンパスの共創拠点化20 
82等を推進する。各地方自治体や企業等による奨学金返還支援を促進するとともに、貸与型21 

奨学金について返還困難者に対する返還支援83を着実に推進する。感染症による影響を含め、22 

高等教育無償化等の実施状況の検証を行い、中間所得層における大学等へのアクセス状況23 

等を見極めつつ、その機会均等の在り方について検討を促進する。 24 

世界トップレベルの研究基盤の構築に向け、本年度中に運用を始める大学ファンドにつ25 

いて、経営と教学の分離の推進、外部資金の拡大等の参画大学の要件を年内に具体化すると26 

ともに、大学改革の制度設計等を踏まえつつ、10 兆円規模への拡充について、本年度内に27 

目途を立てる。研究の生産性を高めるため、研究ＤＸ84を推進するとともに、研究を支える28 

専門職人材の配置を促進する85。基礎研究を始めとする研究力の強化に向け、優れた研究者29 

や留学生が世界中から集まる多様性に富んだ国際研究拠点の形成や国際共同研究等の充実30 

により、感染症で停滞した国際頭脳循環を推進する。社会課題の解決に向け、研究成果を社31 

                                            
78 ＧＩＧＡ=Global and Innovation Gateway for All。１人１台端末と高速大容量の通信環境を一体的に整備し、ＩＣＴや先
端技術を効果的に教育に活用する構想。 
79 老朽化対策、木材利用、脱炭素化なども含めた学校施設の計画的・効率的な整備及びそのための横断的実行計画の策定。 
80 「ポストコロナ期における新たな学びの在り方について（第十二次提言）」（令和３年６月３日教育再生実行会議）において、
学習面、生活・健康面、教師の指導面等におけるデータやＩＣＴの効果的な活用などが提言された。 
81 「教育現場におけるオンライン教育の活用」（令和３年３月 29 日内閣府特命担当大臣（規制改革）・文部科学大臣取りまと
め）。 
82 産学官連携やイノベーション創出を推進するためにソフト・ハード両面の機能を強化した大学キャンパスの整備・構築。 
83 経済的理由等により奨学金の返還が困難となっている者に対して、減額返還制度や返還期限猶予制度等が設けられている。 
84 研究交流のリモート化や、研究設備・機器への遠隔からの接続、全国の先端共用設備や大型研究施設も活用したデータ駆動
型研究の拡⼤などの研究活動のデジタルトランスフォーメーション。 
85 ＵＲＡ（University Research Administratorの略称）等の大学・研究機関における研究をマネジメントする人材やエンジ
ニア（⼤学等におけるあらゆる分野の研究をサポートする技術職員を含む）の質の担保・処遇改善も含む。 
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会実装につなげるために、スタートアップの創出や産学官の共創によるイノベーション・エ1 

コシステムの全国的な形成を促進する。スタートアップを生み出し、その規模を拡大する環2 

境の整備を進めるため、兼業の仕組みを改革するとともに、資金調達環境の整備や大企業と3 

の取引適正化を始めとした包括的な支援策を講じていく。知財戦略86を推進するとともに、4 

官民が連携し、先端技術・システム等の標準活用戦略を加速する。破壊的イノベーションの5 

創出に向けた優れた人材の発掘、創発的研究の推進、ムーンショット型研究開発の抜本的な6 

強化とともに、ＡＩ技術、バイオテクノロジー、量子技術、マテリアル、環境エネルギー、7 

安全・安心、健康・医療87、小型衛星コンステレーションの構築や月・火星探査等の宇宙分8 

野、北極を含む海洋、食料・農林水産業など、我が国における重要分野の研究開発を推進す9 

る。 10 

 11 

（２）女性の活躍     12 

今般の感染症の拡大によって顕在化した配偶者等からの暴力や性暴力の増加・深刻化の13 

懸念や女性の雇用・所得への影響、女性の自殺者の増加等は、男女共同参画の重要性を改め14 

て認識させることとなった。支援を必要とする女性が誰一人取り残されることのないよう、15 

今ほど男女共同参画の視点が求められている時代もない。 16 

全ての女性が輝く令和の社会を実現するために、「第５次男女共同参画基本計画」88及び17 

「女性活躍・男女共同参画の重点方針2021」89に基づき、女性デジタル人材育成、ひとり親18 

に対する職業訓練、「生理の貧困」への支援など女性に寄り添った相談支援、フェムテック19 
90の推進、妊産婦や困難を抱える女性への支援といったコロナ禍で大きな影響を受けている20 

女性への支援、養育費の不払い解消、女性の登用・採用の拡大を含めた幅広い分野における21 

政策・方針決定過程への女性の参画拡大、女性の視点も踏まえた税制や社会保障制度等の検22 

討91、性に関する教育、性犯罪・性暴力対策の強化などの取組を推進する。また、緊急避妊23 

薬を処方箋なしに薬局で適切に利用できるようにすることについて、本年度中に検討を開24 

始し、国内外の状況等を踏まえ、検討を進める。感染症に伴う配偶者等からの暴力の増加、25 

深刻化の懸念を踏まえ、相談体制の充実などの取組を引き続き推進する。また、非正規雇用26 

労働者に女性が多いことを踏まえ、非正規雇用労働者の待遇改善を図るとともに、出産後に27 

女性の正規雇用比率が低下するいわゆるＬ字カーブの解消に向け、女性の正規化への重点28 

的な支援、男性の育児休業取得促進を図る。さらに、安全・安心な親子の面会交流のための29 

具体策の検討を進める。 30 

ＩＴ分野を始めとした理工系分野において、特に女性の身近なロールモデルを創出する31 

とともに、本分野の女性教員の割合を向上する取組を進める。学校推薦型選抜や総合型選抜32 

に女子を対象とする枠の設定やオープンキャンパスの実施、女子学生向けのＳＴＥＡＭ 教33 

育拠点の整備、理系分野で優れた業績を残している女性研究者の話を聞くことができる機34 

会の充実等の総合的な支援策を講ずることにより、地方大学を含めた理工系学部における35 

                                            
86 「知的財産推進計画2020」（令和２年５月27日知的財産戦略本部決定）。 
87 再生医療を含む。 
88 令和２年12月25日閣議決定。 
89 令和３年６月16日すべての女性が輝く社会づくり本部・男女共同参画推進本部決定。 
90 フェムテックとは Female（女性）と Technology（技術）からなる造語であり、生理や更年期などの女性特有の悩みについ
て、先進的な技術を用いた製品・サービスにより対応するもの。 
91 女性活躍・男女共同参画の重点方針2021参照。 
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女子学生の割合の向上を促す92。 1 

 2 

（３）若者の活躍       3 

若者のキャリア形成を支えるため、ジョブ型雇用の推進などにより多様な働き方の実現4 

を図るとともに、公的職業訓練やリカレント教育を、デジタル化等の産業構造の変革に対応5 

できる人材や、その変革をリードする人材を育成できるものへ強化していく。 6 

若手研究者の活躍を促進するため、安定的な経済的支援による博士課程学生の処遇向上7 

や研究に専念できる環境の確保、競争的研究費における効果的な枠設定等による若手研究8 

者への重点化や手続の簡素化・効率化、より多くの若手研究者が活躍する大学への運営費交9 

付金の重点配分を行う。産業界への就職、起業といった様々なキャリアパスを円滑に歩むこ10 

とができる官民連携教育プログラムを拡大する。研究者の起業や兼業を促すためのガイド11 

ラインを充実するとともに、大学に対し、勤務時間外だけの兼業を認める規則等の見直しや12 

手続の簡素化・迅速化を含め、研究者等の起業を総合的に支援する体制の整備を促す。 13 

加えて、高校卒業者の就職に係る一人一社制93の在り方について、各都道府県における検14 

討を促す。 15 

また、政策決定過程において、とりわけ若年世代や世代間合意が不可欠な分野の施策につ16 

いて、若者の意見が積極的かつ適切に反映されるよう、各種審議会、懇談会等の委員構成に17 

配慮する。 18 

 19 

（４）セーフティネット強化、孤独・孤立対策等 20 

（求職者支援制度等のセーフティネットの強化）       21 

今般の感染症の影響を踏まえ特例措置を講じた、第２のセーフティネットである求職者22 

支援制度や、高等職業訓練促進給付金について、更なる拡充も見据え、その成果や課題を検23 

証した上で、財源の在り方も含めて見直す。就労経験のない職業に就くことを希望する方を24 

トライアル雇用で受け入れた企業への支援について、進捗管理を適切に行いながら引き続25 

き効果的に実施し、活用状況や課題の検証を踏まえ、必要な改善を検討する。非正規雇用労26 

働者等やフリーランスといった経済・雇用情勢の影響を特に受けやすい方へのセーフティ27 

ネットについて、生活困窮者自立支援制度や空き家等を活用した住宅支援の強化等による28 

住まいのセーフティネットの強化を含めその在り方を検討するとともに、被用者保険の更29 

なる適用拡大及び労災保険の特別加入の拡大を着実に推進する。社会福祉法人の「社会福祉30 

充実財産」を地域公益事業に積極的に振り向ける方策を講ずる。 31 

マイナンバー制度を活用し、リアルタイムで世帯や福祉サービスの利用状況、所得等の情32 

報を把握することにより、プッシュ型で様々な支援を適時適切に提供できる仕組みの実現33 

に向けた工程を次期デジタル・ガバメント実行計画で具体化する。 34 

 35 

 36 

                                            
92 例えば、名古屋工業大学のように学校推薦型選抜に女子枠を設けたり、東京大学のように女子向けの住まいの提供を支援
する動きがある。また、奈良女子大学では国内の女子大初の工学部を設置する動きがある。 
93 １人の生徒が応募できる企業を１社として、当該企業の内定が得られなかった場合のみに他の企業に応募できるという高
校卒業者の就職に関する慣行。 
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（孤独・孤立対策） 1 

孤独・孤立対策については、電話・ＳＮＳ相談の24時間対応の推進や人材育成等の支援、2 

居場所の確保、アウトリーチ型支援体制の構築、支援情報が網羅されたポータルサイトの構3 

築、タイムリーな情報発信、いわゆる「社会的処方」94の活用、支援を求める声を上げやす4 

い社会の構築、孤独・孤立の実態把握の全国調査とＰＤＣＡの取組を推進する。これらを含5 

め、関連する分野・施策との連携に留意しつつ、孤独・孤立対策の重点計画を年内に取りま6 

とめ、安定的・継続的に支援する。特に、孤独・孤立対策に取り組むＮＰＯ等の活動へのき7 

め細かな支援や政策立案に当たってのＮＰＯ等との対話を推進する。また、ひきこもり支援8 

について、現状の支援施策を再点検した上で、当事者や家族の視点に立って、ひきこもりに9 

至った要因と将来も考慮した息の長い支援の実施、良質な支援者の育成と支援手法の開発10 

等の取組を推進する。こうした官・民・ＮＰＯ等の取組の連携強化の観点から、各種相談支11 

援機関、ＮＰＯ等の連携の基盤となるプラットフォームの形成を支援し、人と人とのつなが12 

りを実感できる地域づくりや社会全体の気運醸成を図りつつ、官民一体で取組を推進する。 13 

 14 

（共助・共生社会づくり）    15 

地域共生社会の実現に向け、重層的支援体制整備事業など市町村における包括的支援体16 

制の構築を進める。 17 

ＳＤＧｓ実現を含む社会的課題に取り組む民間の活動に対し、民間の寄附や資金、人材を18 

広く呼び込む多様な社会的ファイナンスの活用を促進する。特に、休眠預金の更なる利活用19 

を促進すべく、必要な運営面の強化・改善と合わせ、事業規模の段階的拡大や年度途中の予20 

期せぬ事態等にも迅速に対応できる仕組みの改善・充実等について検討を進め、速やかに実21 

行に移す。ＮＰＯ法95に基づく各種事務のオンライン化の促進を含め、ＮＰＯ法人の活動促22 

進に向けた環境整備を進めるとともに、官民連携による協働の促進を図る。労働者協同組合23 

法96の円滑な施行を図る。 24 

感染症下において、複雑化する社会的課題を官民連携により効率的、効果的に解決してい25 

くため、ＳＩＢ97を含む、複数年にわたる成果連動型民間委託契約方式（Pay For Success：26 

ＰＦＳ）について、成果指標の明確化を行いながら取り組む分野を拡大する。また、同事業27 

実施効果としての社会的便益、社会的コスト等に係るデータの整備、提供を行う。 28 

 「認知症施策推進大綱」98に基づく施策を実施するとともに、成年後見制度の利用を促進29 

する。ヤングケアラーについて、早期発見・把握、相談支援など支援策の推進、社会的認知30 

度の向上などに取り組む。性的指向、性自認に関する正しい理解を促進するとともに、社会31 

全体が多様性を受け入れる環境づくりを進める。 32 

医療的ケア児を含む障害児に対する支援や障害者の就労支援、難聴対策等を着実に推進33 

する。 34 

地域と学校が連携したコミュニティ・スクールの導入を促進するとともに、多様な児童生35 

徒等の教育機会を保障するため、夜間中学の設置、医療的ケアが必要な子供を含む障害のあ36 

                                            
94 かかりつけ医等が患者の社会生活面の課題にも目を向け、地域資源と連携する取組。 
95 特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）。 
96 労働者協同組合法（令和2年法律第78号）。 
97 Social Impact Bondの略称。成果連動型民間委託契約方式による事業を受託した民間事業者が、当該事業に係る資金調達
を金融機関等の資金提供者から行い、その返済等を成果に連動した地方自治体からの支払額等に応じて行うもの。 
98 令和元年６月18日認知症施策推進関係閣僚会議決定。 



 

23 

る子供の学びの環境整備、障害者の様々な体験活動やこれを含む生涯学習を推進する。 1 

 2 

（就職氷河期世代への支援等）        3 

現在主に 30代半ばから 40 代後半の就職氷河期世代は、不本意ながら不安定な仕事に就4 

いている方々も多く、感染症の影響などにより厳しい状況にある中、３年間の集中的な取組5 

により正規雇用者を30万人増やすとの目標の実現を目指し、就労や社会参加を強力に支援6 

する。 7 

就職氷河期世代支援の推進に向けた全国プラットフォームの開催や都道府県プラットフ8 

ォームの運営に加え、市町村プラットフォームの本年度内の設置・運営を目指すほか、地域9 

就職氷河期世代支援加速化交付金を活用して、2020 年度から３年間、就職氷河期世代の支10 

援に取り組む地方自治体を強力に後押しし、地域における取組を広げていく。 11 

就職氷河期世代の就職につなげるステップとして期待される社会人インターンシップに12 

関する実態調査を本年度に実施し、その結果を踏まえて適切に対応する。 13 

さらに、公務員での採用を推進するため、国では、2020 年度から３年間、国家公務員中14 

途採用者選考試験（就職氷河期世代）を実施するほか、既存の経験者採用等の取組について15 

も着実に継続する。地方でも、地方自治体の実情を踏まえた積極的な地方公務員としての採16 

用が行われるよう、国として引き続き要請していく。 17 

また、感染症の影響の下、第二の就職氷河期世代を作らないよう99、新卒者及び３年以内18 

既卒者に対する就職支援のため、採用意欲のある中小企業とのマッチング促進等に加え、新19 

卒応援ハローワーク等における相談支援を強力に推進する。 20 

 21 

（５）多様な働き方の実現に向けた働き方改革の実践、リカレント教育の充実 22 

（フェーズⅡの働き方改革、企業組織の変革）        23 

感染症の影響からテレワークの拡大などの変化を後戻りさせず、働き方改革を加速させ24 

る。「新たな日常」の象徴であるテレワークについては、その活用等による出勤者数削減に25 

関する各事業者の実施状況の公表を促すとともに、幅広く周知することにより、見える化を26 

進める。また、ワンストップ相談窓口の設置等、企業における導入を支援するとともに、ガ27 

イドライン100の普及に取り組む。労働時間削減等を行ってきた働き方改革のフェーズⅠに続28 

き、メンバーシップ型からジョブ型の雇用形態への転換を図り、従業員のやりがいを高めて29 

いくことを目指すフェーズⅡ101の働き方改革を推進する。 30 

ジョブ型正社員の更なる普及・促進に向け、雇用ルールの明確化や支援に取り組む。裁量31 

労働制について、実態を調査した上で、制度の在り方について検討を行う。兼業・副業の普32 

及・促進のため、ガイドライン102の周知、取組事例の横展開等に取り組む。選択的週休３日33 

制度について、育児・介護・ボランティアでの活用、地方兼業での活用などが考えられるこ34 

とから、好事例の収集・提供等により企業における導入を促し、普及を図る。また、フリー35 

                                            
99 大学等卒業予定者の就職内定状況等調査（文部科学省、厚生労働省実施）によると、2020年度の大学生の就職内定率は96％
（前年度98％）となり、前年度と比べほぼ同水準となった。 
100 「テレワークの適切な導入及び実施の推進 のためのガイドライン」（令和３年３月25日厚生労働省改定）。 
101 メンバーシップ型からジョブ型の雇用形態への転換、より効率的で成果が的確に評価されるような働き方への改革。ジョブ
型の雇用形態とは、職務や勤務場所、勤務時間が限定された働き方等を選択できる雇用形態。 
102 「副業・兼業の促進に関するガイドライン」（令和２年９月１日厚生労働省改定）。 
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ランスについて、ガイドライン103を踏まえ、関係法令104の適切な適用等を行うとともに、事1 

業者との取引について書面での契約のルール化などを検討する。これらの取組により、多様2 

で柔軟な働き方を選択でき、安心して働ける環境を整備する。あわせて、公的職業訓練にお3 

ける在職者の訓練の推進、教育訓練休暇の導入促進等を含め、働きながら学べる仕組みを抜4 

本的に見直すとともに、周知を徹底することにより、その活用を図る。また、民間求人メデ5 

ィア等についてマッチング機能の質を高めるためのルール整備やハローワークとの情報共6 

有の仕組みの構築に取り組む。加えて、雇用保険の業務データ等を用いて公共職業訓練等の7 

効果の分析を行い、今後の施策に反映させる。 8 

コーポレートガバナンス改革を進め、我が国企業の価値を高めていく。女性、外国人、中9 

途採用者の管理職への登用について測定可能な目標の開示を促進する。トップ経営者の多10 

様性を確保し、若者を抜擢し、転職・起業を応援するなど、企業組織・企業文化の変革を働11 

きかける。 12 

国家公務員について、能力・実績主義の人事管理を徹底し、民間人材の活用を含む適材適13 

所の人材配置を行う。業務効率化・デジタル化及びマネジメント改革を徹底し、長時間労働14 

の是正につなげるとともに、定年引上げに当たり、各年齢層の職員の能力発揮につながる業15 

務分担の在り方等に係る方針を本年度末までに策定し、働き方改革を推進する。 16 

 17 

（リカレント教育等人材育成の抜本強化）      18 

年代・目的に応じた効果的な人材育成に向け、財源の在り方も含め検討し、リカレント教19 

育を抜本的に強化する。企業を通じた支援のみならず、個人への直接給付も十分に活用され20 

るよう、教育訓練給付の効果検証により、その内容が労働市場のニーズによりマッチするよ21 

う不断の見直しを行うなど、その活用を推進する。企業や訓練機関の教育訓練において、一22 

人ひとりの目的・状況に応じたプログラムの柔軟化・多様化を推進する。 23 

博士号・修士号の取得を促すとともに、これらを有する企業人材やデジタル人材等の高度24 

人材の育成を図る。このため、産学官連携の下、時代や企業のニーズに合ったリカレントプ25 

ログラムを大学・大学院・専門学校等において積極的に提供する。企業、受講者、大学等に26 

対する具体的なインセンティブ措置を検討105し、必要な施策を講じてリカレント教育を推進27 

する。博士号取得者の採用拡大に向け、企業との効果的なマッチング機会を支援する。 28 

40 歳を目途に行うキャリアの棚卸しや起業、地方企業への転職、ＮＰＯ等での活躍等に29 

向け、資格取得やキャリアコンサルティング、マッチング等の支援を強化する。オンライン30 

や土日・夜間の講座の拡大を図るとともに、内容の検索機能や情報発信を充実する。 31 

時代が変わる中で非正規の離職者等が市場ニーズにあった技能を身に付けた上で再就職32 

できるよう、求職者支援制度や高等職業訓練促進給付金を不断に見直し、デジタル教育など33 

の能力開発や資格取得を支援する。 34 

 35 

 36 

                                            
103 「フリーランスとして安心して働ける環境を整備するためのガイドライン」（令和３年３月 26 日内閣官房、公正取引委員
会、中小企業庁、厚生労働省）。 
104 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号）、下請代金支払遅延等防止法（昭和31年法律第
120号）、労働関係法令。 
105 受講者に対する学位や資格取得と連動したインセンティブの付与、リカレント教育の推進に資する大学設置基準等の見直
しや予算の重点化など。 
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（６）経済安全保障の確保等    1 

安全保障の裾野が経済・技術分野に急速に拡大するとともに、コロナ禍によりサプライチ2 

ェーン上の脆弱性が国民の生命や生活を脅かすリスクが明らかになる中、国際連携の充実3 

も図りつつ、経済安全保障の取組を強化・推進する。このため、経済安全保障に係る戦略的4 

な方向性として、基本的価値やルールに基づく国際秩序の下で、同志国との協力の拡大・深5 

化を図りつつ、我が国の自律性の確保・優位性の獲得を実現することとし、こうした観点か6 

ら重要技術を特定し、保全・育成する取組を強化するとともに、基幹的な産業を強靱化する7 

ため、今後、その具体化と施策の実施を進める。 8 

以下の緊急を要する課題については、順次、対応方針を固め、既存事業との整理等を行い9 

つつ、必要な取組を進める。 10 

経済安全保障の強化推進のため、シンクタンク機能も活用しながら、先端的な重要技術に11 

ついて実用化に向けた強力な支援を行う新たなプロジェクトを創出するとともに、重要な12 

技術情報の保全と共有・活用を図る仕組みを検討・整備する。 13 

外為法106上の投資審査・事後モニタリングについて、関係府省庁の連携強化を進めつつ、14 

執行体制の強化を図るとともに、指定業種の在り方に係る検討を行う。既存の国際輸出管理15 

レジームを補完する新たな安全保障貿易管理の枠組みの早期の実現を目指す。外為法上の16 

いわゆる「みなし輸出107」の管理強化について、2022年度までに実施する。留学生・研究者17 

等の受入れの審査強化に資する体制整備等を推進する。大学・研究機関・企業等における機18 

微技術流出防止のための内部管理体制の強化を図る。特許の公開制度について、各国の特許19 

制度の在り方も念頭に置いた上で、イノベーションの促進と両立させつつ、安全保障の観点20 

から非公開化を行うための所要の措置を講ずるべく検討を進める。競争的研究費申請時に21 

外国資金等の受入れ等の開示を求めるなど、研究インテグリティ108に資する必要な取組を進22 

める。 23 

基幹的なインフラ産業について、経済安全保障の観点も踏まえつつ、インフラ機能の維持24 

等に関する安全性・信頼性を確保するため、機器・システムの利用や業務提携・委託等を通25 

じたリスクへ対処するための所要の措置を講ずるべく検討を進める。 26 

我が国のサプライチェーンを強靱化していく観点から、半導体、レアアースを含む重要鉱27 

物、電池、医薬品等の先行的な重点項目について必要な措置を実施するとともに、電力、ガ28 

ス、石油、通信、航空、鉄道、造船を含む海上物流、医療を始めとする重要業種について必29 

要な対策を講ずるべく分析を進める。 30 

重要土地等調査法109の執行体制を早期に整備し、同法施行後、速やかかつ着実に土地等利31 

用状況調査等を進める。 32 

我が国の経済安全保障の強化推進のための先端的な重要技術に係る研究開発力を強化す33 

るとともに、サプライチェーン上の重要技術・物資の生産・供給能力など戦略的な産業基盤34 

を国内に確保するため、主要国の動向も念頭に、中長期的な資金拠出等を確保する枠組みも35 

                                            
106 外国為替及び外国貿易法（昭和24年法律第228号）。 
107 外為法第25条第１項に基づき、国内における非居住者への規制対象技術の提供を国外への提供とみなして輸出管理を行う
制度。 
108 研究の国際化やオープン化に伴う新たなリスクに対して新たに確保が求められる、研究の健全性・公正性（”Research 
Integrity”）。 
109 重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する法律（令和３年６月16日成立） 
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含めた支援の在り方を検討し、早期の構築を目指す。経済安全保障の取組を関係府省庁が一1 

層連携して実施していく観点から、推進体制を整備するとともに、関係府省庁における体制2 

を強化する。インテリジェンス能力を強化するため、情報の収集・分析・集約・共有等に必3 

要な体制を整備する。 4 

これらの経済安全保障の取組について、今後、施策を推進していく上で必要となる制度整5 

備を含めた措置を講ずるべく検討を進める。 6 

また、我が国の基幹的な産業が抱える複雑化したリスクに対応するため、経済社会情勢の7 

動向を注視しつつ、引き続き、これらの脆弱性等を点検・把握し、必要な対策を講ずる取組8 

を継続・深化していく。 9 

 10 

（７）戦略的な経済連携の強化       11 

（グリーン・デジタルを始めとする戦略的国際連携）   12 

グリーン化やデジタル化を軸とした世界経済の構造変化に戦略的に対応し、官民がより13 

効果的に連携して、国際的なルール作りに指導力を発揮する。 14 

本年４月の日米首脳会談で立ち上げられた「日米競争力・強靱性（コア）パートナーシッ15 

プ」110に基づき、①半導体等のサプライチェーン強靱化を含む競争力・イノベーション、②16 

感染症対策・グローバルヘルス・健康安全保障、③グリーン成長・気候変動、の３つの分野17 

を中心に、米国との連携・取組を強化する。 18 

本年４月の気候サミットで各国が示した排出削減目標の引上げや気候変動対策の強化等19 

の国際的な動向を踏まえ、国内の2050年カーボンニュートラルに向けた取組とともに、我20 

が国が誇る技術を最大限活用した世界の脱炭素移行への支援等を通じ、ＣＯＰ26 及びその21 

先に向け、脱炭素化のリーダーシップをとる111。 22 

デジタル時代の「信頼性のある自由なデータ流通112」のためのルール作りに向け、我が国23 

が共同議長国を務めるＷＴＯ電子商取引交渉等を通じリーダーシップを発揮する。 24 

デジタル経済に対応した国際課税上の対応について、解決策の国際的な合意に向け積極25 

的に貢献するとともに、国際的議論等も踏まえ、我が国企業の競争力強化、経済活性化に資26 

する公正な課税の在り方を検討する。 27 

質の高いインフラ投資を推進し、ポストコロナを見据えた「インフラシステム海外展開戦28 

略2025」113に基づく施策を着実に進める。 29 

ＳＤＧｓについては、我が国として官民が連携して社会全体の行動変容に取り組み、国際30 

ルールづくりを主導し、イノベーションや関連投資・事業を強化する。特に、「大阪ブルー・31 

オーシャン・ビジョン」の実現・具体化を始め、環境・気候変動・エネルギー、水循環等の32 

分野で関連する取組や投資を強化し、世界をリードする。女性、防災、教育、デジタル化等33 

の分野でも取組を進める。保健分野では、グローバルヘルスに関する戦略を策定し、官民資34 

金の拡充を図りつつ、国際的な感染症予防体制強化114など世界の保健課題の解決に貢献し115、35 

                                            
110 令和３年４月16日に発出された日米首脳共同声明の別添文書。 
111 「野心、脱炭素化及びクリーンエネルギーに関する日米気候パートナーシップ」や「日ＥＵグリーン・アライアンス」の活
用を含む。 
112 Data Free Flow with Trust のこと。 
113 令和２年12月10日経協インフラ戦略会議決定。 
114 Ｇａｖｉ、ＣＥＰＩ、ＣＯＶＡＸファシリティ、ＧＨＩＴ等への支援を含む。 
115 東京栄養サミット2021も含む。 
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ＵＨＣ（ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ）の達成を目指す。また、薬剤耐性対策におい1 

ても主導的な役割を果たす。 2 

2025 年大阪・関西万博を始め、今後予定される大規模国際大会等116に向け着実に準備を3 

進める。 4 

 5 

（ＴＰＰ等経済連携の拡充・強化）   6 

多国間主義を重視し、ＴＰＰ11 やＲＣＥＰ協定等で推進してきた自由で公正な経済圏の7 

拡大、ルールに基づく多角的貿易体制の維持・強化に取り組み、世界経済の発展を我が国の8 

経済成長に取り込むとともに、望ましい経済秩序の形成に主導的役割を果たす。 9 

インド太平洋地域での協力等を通じ、経済連携を更に推進し、自由で公正な貿易・投資ル10 

ールの実現を牽引
けんいん

する117。また、ＷＴＯ改革に積極的に取り組む。 11 

ＴＰＰ11 については、本年のＴＰＰ委員会議長国として、着実な実施及び拡大に向けた12 

議論を主導していく。また、ＲＣＥＰ協定の早期発効及び履行の確保に取り組む。米国、Ｅ13 

Ｕ及び英国とは、日米貿易協定、日ＥＵ・ＥＰＡ及び日英ＥＰＡ等を通じ経済関係を更に強14 

化する。 15 

「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」118に基づく施策を実施する。投資関連協定119やＯＤＡ16 
120を活用し、企業の海外展開を促進する。 17 

 18 

（８）成長力強化に向けた対日直接投資の推進、外国人材の受入れ・共生 19 

（対日直接投資の推進）    20 

海外から高度な人材・技術・資金を取り込み、我が国の技術力・研究開発力と結び付け、21 

イノベーション創出、サプライチェーン強靱化等につなげていくため、対日直接投資を一層22 

推進する。このため、「対日直接投資残高を2030年に80兆円、ＧＤＰ比で12％とすること23 

を目指す」ことを新たなＫＰＩとして設定する121。将来的には、可能な限り、更なる高みを24 

目指して必要な取組を進める。ＫＰＩの達成に向け、先端半導体や洋上風力関連機器といっ25 

たデジタル、グリーン分野等における外国企業の生産拠点立地や日本企業との協業の促進、26 

スタートアップ、大学発ベンチャーの創出など創造的で活力のあるイノベーション・エコシ27 

ステムの構築、法令等の外国語訳の推進などビジネス環境整備の加速、観光・農林水産品な28 

ど地域の強みを活かした投資の促進等を官民連携の下、着実かつ一体的に実行する。その29 

際、対日直接投資が技術流出等を通じて国の安全等を損なうおそれがないよう、安全保障上30 

の観点から万全の取組を実施する。 31 

 32 

（国際金融センターの実現） 33 

世界に開かれた国際金融センター実現のため、新規参入の海外銀行・証券会社への金融行34 

政の英語対応や、高度金融人材の特性に応じた在留資格上のポイント付与等の円滑化・迅速35 

化及び国際仲裁の活性化に向けた環境整備を行うとともに、年金等国内の大規模運用機関36 

                                            
116 2027年国際園芸博覧会、ワールドマスターズゲームズ2021関西、第19回ＦＩＮＡ世界水泳選手権2022福岡大会も含む。 
117 ＵＮＣＩＴＲＡＬ等でのルール形成の議論を含む。 
118 令和２年12月８日ＴＰＰ等総合対策本部決定。 
119 中南米及びアフリカ地域を含む。 
120 法制度整備支援を含む。 
121 「対日直接投資促進戦略」（令和３年６月２日対日直接投資推進会議決定）。 
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の運用方針を含む海外金融機関の関心が高い情報を戦略的に発信する。 1 

 2 

（外国人材の受入れ・共生）     3 

感染症の影響を踏まえ、感染拡大防止策を講じつつ、「外国人材の受入れ・共生のための4 

総合的対応策」122の施策を着実に実施する。高度外国人材の受入れや活躍を推進するほか、5 

特定技能制度の受入分野追加は、分野を所管する行政機関が人手不足状況が深刻であるこ6 

と等を具体的に示し、法務省を中心に適切な検討を行う。技能実習制度について人権への配7 

慮等の運用の適正化123を行う。これらを含めて、施行２年後の制度の在り方に関する見直し8 

の検討を行う。加えて、不法滞在者に対する長期収容等の課題解消に取り組む。また、在留9 

カードとマイナンバーカードの一体化の検討を進めるとともに、外国人が暮らしやすい地10 

域社会づくり、在留手続におけるデジタル化の推進等の施策の充実を図る。さらに、外国人11 

の支援団体への支援を含めた外国人との共生社会の在り方とその実現に向けて取り組むべ12 

き中長期的な課題及び方策等を示し、推進する。 13 

 14 

（９）外交・安全保障の強化    15 

「自由で開かれたインド太平洋」の実現に向け、日米同盟を基軸としつつ、ＡＳＥＡＮ、16 

豪州、インド、欧州、太平洋島しょ国など基本的価値を共有する国・地域との協力を深化さ17 

せる。法の支配を確立する取組等を推進し、国際機関邦人職員の増強、国際裁判を含む紛争18 

処理制度の効果的活用を図る。現下の国際情勢を踏まえ、我が国らしい人権外交を主体的か19 

つ積極的に進める。 20 

第８回アフリカ開発会議に向け、官民一体で諸課題の解決に貢献する。 21 

北朝鮮との関係については、日朝平壌宣言に基づき、拉致、核、ミサイルといった諸懸案22 

を包括的に解決し、不幸な過去を清算して、国交正常化を目指す。国際社会における軍縮・23 

不拡散の取組に積極的に貢献する。 24 

感染症の世界的な感染状況を踏まえつつ、人間の安全保障の推進を始めとするＯＤＡに25 

よる開発協力の効果的・効率的な拡充に取り組む124。戦略的対外発信の更なる強化を行う。26 

また、親日派・知日派の拡充に取り組む。 27 

現地の感染症の状況等を踏まえ、邦人保護に係る領事体制の更なる強化を図る。 28 

これらの取組の基盤として、人的体制、財政基盤、在外公館の整備やデジタル化等を図り、29 

外交実施体制の整備を推進する。 30 

周辺各国が防衛費の大幅な増額等125により軍事力の強化を図るなど、我が国周辺の安全保31 

障環境がこれまでにない速度で厳しさを増す中、「国家安全保障戦略」126等に基づき、宇宙・32 

サイバー・電磁波といった新領域を含む統合運用、多様な経空脅威への対処能力、必要な装33 

備品・弾薬の確保や維持整備等こうした変化への対応に必要な防衛力を大幅に強化し、多次34 

                                            
122 令和３年６月15日外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定（令和３年度改訂）。特定技能外国人のマッチング支
援の充実、外国人在留支援センターにおける効果的な支援の実施、日本語教師の資質・能力を証明する新たな資格と日本語教
育機関における教育水準の維持向上、日本語教育機関の振興と活用推進を図るための仕組みについての法制化の検討等日本語
教育の強化、外国人の子供の就学支援等に取り組む。 
123 日本人との同等報酬等の確認の徹底、人権侵害等の場合があれば実習先の変更が可能であることの周知等。 
124 ＪＩＣＡによる人材育成等の協力を含む。 
125 主要国における国防費の対GDP比（2019年度）は、我が国0.90％に対して、米国3.05%、韓国2.43%、豪州1.93%、英国
1.71％、ドイツ1.25％、中国1.20％。 
126 平成25年12月17日閣議決定。 
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元統合防衛力を構築する。あわせて、防衛分野での技術的優越の確保のため、必要な体制及1 

びゲーム・チェンジャー技術等の研究開発や防衛産業基盤を強化する。質の高い自衛隊員の2 

十分な確保や処遇改善等を通じた人的基盤の強化、在日米軍再編事業の推進等を図る。抑止3 

力の強化について、引き続き政府において検討を行う。 4 

また、海洋状況把握の能力強化のほか、周辺国の海洋進出に対応し、十分な装備を保有し5 

た巡視船の増強、老朽代替の促進、無操縦者航空機による新技術を活用した監視能力の強6 

化、人材育成等海上保安体制を強化する。 7 

 8 

（10）安全で安心な暮らしの実現        9 

良好な治安確保のため、関係府省庁間で必要に応じ連携し、テロの発生の未然防止やサイ10 

バーセキュリティ対策等を着実に進めるとともに、金融業界の検査・監督体制等の強化や共11 

同システムの実用化の検討・実施を含め、マネロン・テロ資金供与・拡散金融対策の強化に12 

取り組む。 13 

再犯防止対策について、保護司等の民間協力者と協働した満期釈放者対策等や性犯罪に14 

係る支援事業を充実させる。国内外の予防司法支援機能や総合法律支援の充実・強化を図る15 

ほか、司法分野におけるデジタル化を推進する。インターネット上の誹謗中傷等の人権侵害16 

への対策を充実・強化する。「第４次犯罪被害者等基本計画」127に基づき、犯罪被害者等施17 

策を推進する。京都コングレスの成果を展開するなど、「司法外交」を外交一元化の下推進18 

するとともに、国際法務人材育成を進める。 19 

安全・安心な消費者取引の環境整備のため、デジタル広告における表示の適正化等の消費20 

者被害防止の強化やデジタル・プラットフォーム事業者における自主的な取組の促進等128を21 

進める。また、相談体制や被害救済手続の整備を図るとともに、消費者志向経営129や食品ロ22 

ス削減等を推進する。 23 

 24 

 25 

第３章 感染症で顕在化した課題等を克服する経済・財政一体改革 26 

 27 

１．経済・財政一体改革の進捗・成果と感染症で顕在化した課題       28 

（経済・財政一体改革の進捗と評価） 29 

「経済再生なくして財政健全化なし」との基本方針の下、骨太方針 2018130において策定30 

された新経済・財政再生計画では、経済と財政の一体的な再生を目指し、全ての団塊世代が31 

75歳になるまでに、財政健全化の道筋を確かなものとする必要があると示した。2025年度32 

の国・地方を合わせたＰＢ黒字化と、債務残高対ＧＤＰ比の安定的な引下げを目指す財政健33 

全化目標を設定するとともに、「基盤強化期間」（2019年度～2021年度）、歳出の目安、主要34 

分野ごとの改革の基本方針・重要課題を策定・設定し、「改革工程表」による具体化を行う35 

などの取組を進めてきた。 36 

                                            
127 令和３年３月30日閣議決定。 
128 個人情報保護に向けた取組を含む。 
129 ＳＤＧｓ等の観点から、「消費者」と「共創・協働」して「社会価値」を向上させる経営。 
130 「経済財政運営と改革の基本方針2018」（平成30年６月15日閣議決定）。 
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経済面では、感染症による危機前までは概ねプラス成長が続いたものの、世界経済の減速1 

や生産性上昇率の低迷等により、財政健全化に必要とされた実質２％程度、名目３％程度を2 

上回る成長は実現できていない。 3 

歳出面では、目安が目標達成のための財政規律としての役割を果たしてきた131。消費税率4 

引上げに伴う経済変動に対しては臨時・特別の措置で対応するとともに、感染症・災害に対5 

し補正予算等により機動的なマクロ経済運営を行ってきた。このように政策の優先順位付6 

けを厳正に行いつつ、時々の課題に迅速に対応する枠組みは、国民負担の抑制や需要変動の7 

抑制等を通じ、持続的な経済成長に寄与したと考えられる。歳入面では、2019年10月に消8 

費税率を８％から10％に引き上げた。国・地方税収は2018年度に過去最高の104.4兆円に9 

達した132。 10 

 11 

（感染症の影響と顕在化した新たな課題） 12 

「基盤強化期間」の半ばに発生した感染症に対応するため経済対策を適時適切に講じた13 

結果、失業率や所得水準などの面で、わが国経済の落ち込みは主要先進国に比べ小さなもの14 

となったが、経済は依然として感染症前の水準を下回っている。財政面では、感染症後の税15 

収減及び関連補正予算等の歳出増により、ＰＢ対ＧＤＰ比は足元で改善軌道から大きく乖16 

離133する見込みである。ワクチン接種等を通じて経済の正常化が進み、税収が回復し一時的17 

な歳出増が剥落すれば、感染症前の状況に近づくものの、感染症が中長期的な経済財政に与18 

える影響は未だ不透明な状況にある。 19 

感染症は、経済・財政一体改革を進める上でも、緊急時・平時の間での医療人員・資源の20 

配分の在り方、国民の必要とする行政のデジタル化やオンライン教育についての地方自治21 

体間の格差、ルール・仕様等の標準化の必要性など様々な課題を浮き彫りにした。ポストコ22 

ロナも見据えて、こうした課題に対応できる体制を構築・強化していくとともに、感染症の23 

状況も見極めながら、地方財政も含め財政構造を平時モードに戻していく必要がある。 24 

 25 

２．社会保障改革       26 

（１）感染症を機に進める新たな仕組みの構築 27 

今般の感染症対応での経験を踏まえ、国内で患者数が次に大幅に増えたときに備えるた28 

め、また、新たな新興感染症の拡大にも対応するため、平時と緊急時で医療提供体制を迅速29 

かつ柔軟に切り替える仕組みの構築が不可欠である。このため、症状に応じた感染症患者の30 

受入医療機関の選定、感染症対応とそれ以外の医療の地域における役割分担の明確化、医療31 

専門職人材の確保・集約などについて、できるだけ早期に対応する。 32 

あわせて、今般の感染症対応の検証や救急医療・高度医療の確保の観点も踏まえつつ、地33 

                                            
131 基盤強化期間中の予算編成は目安に沿って行われ、社会保障は各種の改革を通じてその実質的な増加を高齢化による増加
分に相当する伸びにおさめ、非社会保障についても当初予算の歳出構造にメリハリを付与し、思い切った歳出の重点化に寄与
するとともに、実質横ばいに維持してきた。また、地方の歳出水準についても、国の一般歳出の取組と基調を合わせつつ、一
般財源の総額について実質的にこれまでと同水準を確保してきた。 
132 2019年度は102.8兆円。 
133 骨太方針2018では、財政健全化目標の達成に向けた中間指標として2021年度に国・地方のＰＢ赤字対ＧＤＰ比の実質的な
半減（1.5％）等を設定したが、ＰＢ赤字対ＧＤＰ比は、設定当時の見込み1.4％に比べ、足元の見込みでは7.2％と赤字幅が
拡大している。この点について、令和３年４月 26 日経済財政諮問会議への内閣府提出資料「経済・財政一体改革の進捗」で
は、社会保障を中心とした歳出効率化努力は改善方向に寄与したものの、感染症前の税収減に加え、感染症による影響（感染
症後の税収減、関連補正予算等の歳出増）が悪化方向に寄与したと分析している。 
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域医療連携推進法人制度の活用等による病院の連携強化や機能強化・集約化の促進などを1 

通じた将来の医療需要に沿った病床機能の分化・連携などにより地域医療構想を推進する2 

とともに、かかりつけ医機能の強化・普及等による医療機関の機能分化・連携の推進、更な3 

る包括払いの在り方の検討も含めた医療提供体制の改革につながる診療報酬の見直し、診4 

療所も含む外来機能の明確化・分化の推進、実効的なタスク・シフティングや看護師登録制5 

の実効性確保134並びに潜在看護師の復職に係る課題分析及び解消、医学部などの大学におけ6 

る医療人材養成課程の見直しや医師偏在対策の推進などにより、質が高く効率的で持続可7 

能な医療提供体制の整備を進める。オンライン診療を幅広く適正に活用するため、初診から8 

の実施は原則かかりつけ医によるとしつつ、事前に患者の状態が把握できる場合にも認め9 

る方向で具体案を検討する。また、引き続き、地域の産科医療施設の存続など安心・安全な10 

産科医療の確保及び移植医療を推進するとともに、希少疾病である難病の対策を充実する。 11 

加えて、現在限られたがん種において保険適用とされている粒子線治療の推進について12 

は、有効性・安全性などのエビデンスを踏まえた検討を進めるとともに、装置の小型化・低13 

コスト化の潮流を踏まえ、病院の特徴や規模など、地域の状況に十分配慮した上で、診療の14 

質や患者のアクセスの向上を図るため、具体的な対応策を検討する。 15 

コロナ禍で新たな健康課題が生じていることを踏まえ、重症化予防のため「上手な医療の16 

かかり方」の普及啓発を引き続き行うほか、保険者努力支援制度等に基づく予防・重症化予17 

防・健康づくりへの支援を推進する。また、がん、循環器病及び腎臓病について、感染拡大18 

による診療や受療行動の変化の実態を把握するとともに、健診・検診の受診控え等に関する19 

調査の結果を踏まえ、新しい生活様式に対応した予防・重症化予防・健康づくりを検討す20 

る。 21 

予防・重症化予防・健康づくりサービスの産業化に向けて、包括的な民間委託の活用や新22 

たな血液検査等の新技術の積極的な効果検証等が推進されるよう、保険者が策定するデー23 

タヘルス計画の手引の改定等を検討する。また、同計画の標準化の進展にあたり、アウトカ24 

ムベースでの適切なＫＰＩの設定を推進する。革新的な医薬品におけるイノベーションの25 

評価の観点及びそれ以外の長期収載品等の医薬品について評価の適正化を行う観点から薬26 

価算定基準の見直しを透明性・予見性の確保にも留意しつつ図るとともに、ＯＴＣ類似医薬27 

品等の既収載の医薬品の保険給付範囲について引き続き見直しを図る。感染症を踏まえた28 

診療報酬上の特例措置の効果を検証するとともに、感染症患者を受け入れる医療機関に対29 

し、減収への対応を含めた経営上の支援や病床確保・設備整備等のための支援について、診30 

療報酬や補助金・交付金による今後の対応の在り方を検討し、引き続き実施する。後発医薬31 

品の品質及び安定供給の信頼性の確保、新目標135についての検証、保険者の適正化の取組に32 

も資する医療機関等の別の使用割合を含む実施状況の見える化を早期に実施し、バイオシ33 

ミラーの医療費適正化効果を踏まえた目標設定の検討、新目標との関係を踏まえた後発医34 

薬品調剤体制加算等の見直しの検討、フォーミュラリ136の活用等、更なる使用促進を図る。35 

                                            
134 デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令和３年法律第37号）に、マイナンバー制度を利活用し
た看護師等の資格管理簿と就業届等の情報の突合による人材活用が盛り込まれている。 
135 後発医薬品の品質及び安定供給の信頼性の確保を柱とし、官民一体で、製造管理体制強化や製造所への監督の厳格化、市場
流通品の品質確認検査などの取組を進めるとともに、後発医薬品の数量シェアを、2023 年度末までに全ての都道府県で 80％
以上とする目標。 
136 一般的に、「医療機関等において医学的妥当性や経済性等を踏まえて作成された医薬品の使用方針（複数の治療薬がある慢
性疾患において後発品を第一優先とする等）」を意味する。 
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かかりつけ薬剤師・薬局の普及を進めるとともに、多剤・重複投薬への取組を強化する。症1 

状が安定している患者について、医師及び薬剤師の適切な連携により、医療機関に行かずと2 

も、一定期間内に処方箋を反復利用できる方策を検討し、患者の通院負担を軽減する。 3 

サプライチェーンの実態を把握し、平時からの備えと非常時の買い上げの導入など、緊急4 

時の医薬品等の供給体制の確立を図る。緊急時の薬事承認の在り方について検討する。 5 

医療・特定健診等の情報を全国の医療機関等で確認できる仕組みや民間ＰＨＲサービス6 

の利活用も含めた自身で閲覧・活用できる仕組みについて、2022 年度までに、集中的な取7 

組を進めることや、医療機関・介護事業所における情報共有とそのための電子カルテ情報や8 

介護情報の標準化の推進、医療情報の保護と利活用に関する法制度の在り方の検討、画像・9 

検査情報、介護情報を含めた自身の保健医療情報を閲覧できる仕組みの整備、科学的介護・10 

栄養の取組の推進、今般の感染症の自宅療養者に確実に医療が全員に提供されるよう医療11 

情報を保健所と医療機関等の間で共有する仕組みの構築（必要な法改正を含め検討）、審査12 

支払機関改革137の着実な推進など、データヘルス改革に関する工程表に則り、改革を着実に13 

推進する。 14 

日米首脳共同声明138に基づく取組も視野に入れつつ、全ゲノム解析等実行計画及びロード15 

マップ2021を患者起点・患者還元原則の下、着実に推進し、これまで治療法のなかった患16 

者に新たな個別化医療を提供するとともに、産官学の関係者が幅広く分析・活用できる体制17 

整備を進める。プログラム医療機器の開発・実用化を促進する。患者の治験情報アクセス向18 

上のためデータベースの充実を推進する。 19 

医療法人の事業報告書等をアップロードで届出・公表する全国的な電子開示システムを20 

早急に整え、感染症による医療機関への影響等を早期に分析できる体制を構築する。同様21 

に、介護サービス事業者についても、事業報告書等のアップロードによる取扱いも含めた届22 

出・公表を義務化し、分析できる体制を構築する。レセプトシステム（ＮＤＢ）の充実、Ｇ23 

－ＭＩＳの今般の感染症対策以外の長期的な活用、ＣＯＣＯＡの安定的な運営等について、24 

デジタル庁の統括・監理の下、デジタル化による効率化、利便性の向上を図る。あわせて、25 

医療・介護データとの連携や迅速な分析の環境の整備を図る。 26 

全身との関連性を含む口腔の健康の重要性に係るエビデンスの国民への適切な情報提供、27 

生涯を通じた切れ目のない歯科健診、オーラルフレイル対策・疾病の重症化予防にもつなが28 

る歯科医師、歯科衛生士による歯科口腔保健の充実、歯科医療専門職間、医科歯科、介護、29 

障害福祉機関等との連携を推進し、歯科衛生士・歯科技工士の人材確保、飛沫感染等の防止30 

を含め歯科保健医療提供体制の構築と強化に取り組む。今後、要介護高齢者等の受診困難者31 

の増加を視野に入れた歯科におけるＩＣＴの活用を推進する。 32 

また、感染症による不安やうつ等も含めたメンタルヘルスへの対応を推進する。 33 

 34 

（２）団塊の世代の後期高齢者入りを見据えた基盤強化・全世代型社会保障改革 35 

骨太方針 2020139等の内容に沿って、社会保障制度の基盤強化を着実に進め、人生 100 年36 

時代に対応した社会保障制度を構築し、世界に冠たる国民皆保険・皆年金の維持、そして持37 

                                            
137 「審査支払機能に関する改革工程表」（2021年３月 31日厚生労働省・社会保険診療報酬支払基金・国民健康保険中央会）
等に基づく審査支払機関の改革。 
138 令和３年４月16日に発出された日米首脳共同声明の別添文書「日米競争力・強靱性（コア）パートナーシップ」を指す。 
139 「経済財政運営と改革の基本方針2020」（令和２年７月17日閣議決定）。 
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続可能なものとして次世代への継承を目指す。 1 

2022 年度から団塊の世代が75 歳以上に入り始めることを見据え、全ての世代の方々が2 

安心できる持続可能な全世代型社会保障の実現に向けた取組について、その実施状況の検3 

証を行うとともに、その取組を引き続き進める。その際、全世代対応型の持続可能な社会保4 

障制度を構築する観点から、給付と負担のバランスや現役世代の負担上昇の抑制を図りつ5 

つ、保険料賦課限度額の引上げなど能力に応じた負担の在り方なども含め、医療、介護、年6 

金、少子化対策を始めとする社会保障全般の総合的な検討を進める。こうした対応について7 

速やかに着手する。 8 

効率的な医療提供体制の構築や一人当たり医療費の地域差半減に向けて、地域医療構想9 

のＰＤＣＡサイクルの強化や医療費適正化計画の在り方の見直しを行う。具体的には、前者10 

について、地域医療構想調整会議における協議を促進するため、関係行政機関に資料・デー11 

タ提供等の協力を求めるなど140環境整備を行うとともに、都道府県における提供体制整備の12 

達成状況の公表や未達成の場合の都道府県の責務の明確化を行う。また、後者について、都13 

道府県が策定する都道府県医療費適正化計画（以下「都道府県計画」という。）における医14 

療に要する費用の見込み（以下「医療費の見込み」という。）については、定期改訂や制度15 

別区分などの精緻化を図りつつ、各制度における保険料率設定の医療費見通しや財政運営16 

の見通しとの整合性の法制的担保を行い、医療費の見込みを医療費が著しく上回る場合の17 

対応の在り方など都道府県の役割や責務の明確化を行う。また、医療費の見込みについて、18 

取組指標を踏まえた医療費を目標として代替可能であることを明確化するとともに、適正19 

な医療を地域に広げるために適切な課題把握と取組指標の設定や、取組指標を踏まえた医20 

療費の目標設定を行っている先進的な都道府県の優良事例についての横展開を図る。都道21 

府県計画において「医療の効率的な提供の推進」に係る目標及び「病床の機能の分化及び連22 

携の推進」を必須事項とするとともに、都道府県国保運営方針においても「医療費適正化の23 

取組に関する事項」を必須事項とすることにより、医療費適正化を推進する。あわせて保険24 

者協議会を必置とするとともに、都道府県計画への関与を強化し、国による運営支援を行25 

う。審査支払機関の業務運営の基本理念や目的等へ医療費適正化を明記する。これらの医療26 

費適正化計画の在り方の見直し等について、2024 年度から始まる第４期医療費適正化計画27 

期間に対応する都道府県計画の策定に間に合うよう、必要な法制上の措置を講ずる。国保財28 

政を健全化する観点から、法定外繰入等の早期解消を促すとともに、普通調整交付金の配分29 

の在り方について、引き続き地方団体等と議論を継続する。中長期的課題として、都道府県30 

のガバナンスを強化する観点から、現在広域連合による事務処理が行われている後期高齢31 

者医療制度の在り方、生活保護受給者の国保及び後期高齢者医療制度への加入を含めた医32 

療扶助の在り方の検討を深める。 33 

一人当たり介護費の地域差縮減に寄与する観点から、都道府県単位の介護給付費適正化34 

計画の在り方の見直しを含めたパッケージを国として示し、市町村別にその評価指標に基35 

づき取組状況を見える化する。また、調整交付金の活用方策について、第８期介護保険事業36 

計画期間における取組状況も踏まえつつ、引き続き地方団体等と議論を継続する。 37 

 38 

 39 

                                            
140 このほか、議事録の公表に努めること、協議結果を関係市町村へ報告することなどを想定している。 



 

34 

３．国と地方の新たな役割分担等 1 

（今回の感染症対策で直面した課題等への対応）        2 

今回の感染症対応で明らかとなった医療提供体制の広域的対応の遅れ、特に大都市圏に3 

おける広域的対応の未進捗に対処する必要がある。このため、厚生労働省は、大都市圏にお4 

ける第３次医療圏を超えた医療機関・保健所サービスの提供等について、広域的なマネジメ5 

ントや地方自治体間の役割分担の明確化を図る。総務省は、内閣官房及び厚生労働省等の協6 

力を得て、国と都道府県の関係、大都市圏における都道府県間の関係及び都道府県と市町村7 

（政令市や特別区を含む）との関係について、今回の感染症対応で直面した課題等を踏ま8 

え、地方制度調査会等において検討を進め改善に向けて取り組む。さらに、国と地方の新た9 

な役割分担について、行政全般の広域化についての具体的推進、地方自治体間の役割分担の10 

明確化の観点から、法整備を視野に入れつつ検討を進める。 11 

 12 

（地方自治体間の補完・連携等） 13 

人口減少が著しい地方部では、行政サービスの確保に向けて、デジタル技術等を活用しな14 

がら、市町村間の広域連携や都道府県による小規模市町村の補完等の対応を進める必要が15 

ある。このため、厚生労働省は、介護保険事務のうち事業所の指導・監査等について、都道16 

府県による小規模自治体の支援を推進するため必要な措置をとる。文部科学省は、教育のデ17 

ジタル環境整備に向け、イニシアティブを取って、教育データ、デジタル教科書、統合型校18 

務支援システム等の標準化・統一化やプラットフォームの提供を進めるなど、都道府県等と19 

も連携し市町村間の格差を防止・解消する取組を強化する。総務省及び各府省庁は、地方自20 

治体が必要とする専門人材の育成や活用・派遣について、広域連携や都道府県による補完を21 

推進する。また、市町村が策定する計画は特段の支障がない限り原則として共同策定を可能22 

とする。このため、内閣府及び総務省は各府省庁に対し制度・運用の見直し等必要な措置の23 

検討を求める。立地適正化・地域公共交通計画について、一体的・広域的策定を推進する。 24 

 25 

（地方財政改革及び地方行財政の「見える化」改革） 26 

地方自治体業務改革・デジタル化、地方公営企業改革、上下水道の広域化・料金の適正化、27 

地方財政改革及び地方行財政の「見える化」改革・ＥＢＰＭ（証拠に基づく政策立案）を引28 

き続き推進する。感染症対応として実施された地方創生臨時交付金などの地方自治体の自29 

由度が高い予算措置について、事業の使途等の比較検証を行うとともに、感染収束後、早期30 

に地方財政の歳出構造を平時に戻す。総務省は、デジタル化等による地方公会計の財務書類31 

等を始めとする地方財政データのより迅速な公表に取り組む。 32 

 33 

４．デジタル化等に対応する文教・科学技術の改革       34 

教育・研究環境のデジタル化の遅れや関連する社会課題への対応を加速するため、教育内35 

容・制度の転換を迅速に図りつつ、科学技術・イノベーション政策を戦略的に推進する。 36 

ＧＩＧＡスクール構想や小学校における35人学級等の教育効果を実証的に分析・検証す37 

る等の取組を行った上で、中学校を含め、学校の望ましい教育環境や指導体制の在り方を検38 

討するとともに、感染症により対面教育が困難な地域を含め、災害等が生じた場合にいつで39 

もオンライン教育に移行できる態勢を年内に全国で整える。以上の進捗状況と今後の工程40 



 

35 

管理を年内に示し、教育の質の向上と学習環境の格差防止に取り組む。 1 

デジタル化に伴う学生の多様な学びのニーズに対応するため141、施設等の基準、定員管理、2 

授業方法等に関する大学設置基準等の見直しについて本年度内に結論を得て、順次改訂す3 

る。国は、真に独立した、個性的、戦略的自律経営を行う、世界に伍する国立大学を実現す4 

るため、国立大学との新たな自律的契約関係の法的枠組みにつき、年内に結論を得る。ガバ5 

ナンス抜本改革等と合わせ、法制化を行う。手厚い税制優遇を受ける公益法人としての学校6 

法人に相応しいガバナンスの抜本改革142につき、年内に結論を得、法制化を行う。国立大学7 

法人運営費交付金について、客観・共通指標による成果に基づく配分の見直しを更に進めな8 

がら、新たな配分ルールを本年度内に策定し、私学助成等を含めた大学への財政支援の配分9 

のメリハリを強化する。国公私立の枠を超えた大学の連携・統合を促進する。 10 

Society5.0の実現や社会課題の解決に向け、民間資金を拡大しつつ、「第６期科学技術・11 

イノベーション基本計画」143をエビデンスに基づき着実に実行する。世界の学術フロンティ12 

ア等を先導する国際的なものを含む大型研究施設144の戦略的推進や官民共同の仕組みで大13 

型研究施設の整備・活用を進める。競争的研究費の一体的改革や情報インフラ145の活用促進、14 

施設・設備の共用化等による基盤構築を図り、生産性向上を目指す。 15 

 16 

５．生産性を高める社会資本整備の改革 17 

「社会資本整備重点計画」146等に基づき、デジタル化や脱炭素化を図りつつ、生産性向18 

上に資する取組を進めるとともに、新技術等の導入促進や集約・再編等の広域的取組による19 

公的ストック適正化も含め予防保全型のメンテナンスへの早期転換を図る。設計、施工、維20 

持管理等の自動化・ＡＩ活用等による効率化などインフラＤＸを進め、特に、中小建設業等21 

のＩＣＴ施工の利活用環境の充実等により i-Constructionを推進する147。個別施設計画の22 

内容充実、公共施設等総合管理計画の見直しを促進するとともに、メンテナンスサイクルの23 

実行状況を把握・公表する。遅れの見られる地方自治体の取組を促すとともに、維持管理費24 

縮減の取組等を促進する優先的支援を行う。また、受益者負担や適切な維持管理の観点か25 

ら、財源対策等について検討を行う。災害対応力の強化や生産性向上等に資するよう、費用26 

便益分析の客観性・透明性の向上を図りつつ、ストック効果の高い事業への重点化を図る。27 

その際、財政投融資も適切に活用する。 28 

ＰＰＰ／ＰＦＩなどの官民連携手法を通じて民間の創意工夫を最大限取り入れる148。特29 

に、人口20万人未満の地方自治体への優先的検討規程の導入要請や策定支援等により、Ｐ30 

ＰＰ／ＰＦＩ導入促進を図る。その上で、公共事業の効率化等を図り、中長期的な見通しの31 

                                            
141 教育再生実行会議の第十二次提言では、面接授業と遠隔・オンラインを組み合わせたハイブリッド型教育、秋季入学や４学
期制など大学等の学事暦・修業年限の多様化・柔軟化の推進等が提言された。 
142 「経済財政運営と改革の基本方針 2019」（令和元年６月 21日閣議決定）等を踏まえた社会福祉法人や公益法人と同等のガ
バナンス機能を発揮するためのガバナンス改革。 
143令和３年３月26日閣議決定。2025年度までの５年間で政府の研究開発投資の総額を30兆円、官民合わせた総額を120兆円
とすることを目指す。 
144 生物・医学、素粒子物理学、天文学、情報学といった学術研究の大型プロジェクトに関しては、国民の理解や科学コミュニ
ティなど国内の議論の進捗や国際的な協力・分担などの検討状況を踏まえて検討されている。 
145 学術情報ネットワーク（ＳＩＮＥＴ）やスーパーコンピュータ「富岳」の運用や次世代計算基盤の検討など。 
146 令和３年５月28日閣議決定。 
147 建設現場の生産性を2025年度までに２割向上することを目指している。 
148 ｢ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン（令和３年改定版）」（令和３年６月18日民間資金等活用事業推進会議決定）に基づ
く。 



 

36 

下、安定的・持続的な公共投資を推進しつつ戦略的・計画的な取組を進める。 1 

建設キャリアアップシステムや施工時期の平準化等により建設産業の担い手の育成・確2 

保を図る。 3 

既存住宅市場を活性化させるため、長期優良住宅など住宅ストックの良質化や、空き家4 

における先進的取組や活用・除却への支援等を推進するとともに、不動産ＩＤなどの不動産5 

関連データの連携促進等を進める。 6 

所有者不明土地等対策について、基本方針149等に基づき、関係機関の体制整備も含めた所7 

有者不明土地の円滑な利活用・管理を図るための仕組みの充実等を行う。 8 

 9 

６．経済社会の構造変化に対応した税制改革等 10 

少子高齢化、働き方・ライフコースの多様化、デジタル化・グローバル化を背景とした新11 

たな経済活動の拡大など、感染症の影響もあり、経済社会の構造変化が加速している。この12 

ような構造変化を踏まえ、ポストコロナに向けた経済構造の転換・好循環を実現するととも13 

に、応能負担の強化等による再分配機能の向上を図りつつ経済成長を阻害しない安定的な14 

税収基盤を構築する観点から、税体系全般の見直し等を進める。骨太方針2020及び税制調15 

査会答申150や国際的動向等を踏まえつつ、働き方・ライフコースの多様化を踏まえた公平で16 

中立的な税制の構築や格差の固定化防止等の観点から、引き続き税制改革等を推進する。適17 

正・公平な課税の実現による税に対する信頼の確保、社会全体のコスト削減、企業の生産性18 

向上等の観点から、適切な所得等の把握のための環境整備、記帳水準の向上、税務手続の電19 

子化等の促進など、制度及び執行体制の両面からの取組を強化する。経済のデジタル化に対20 

応した国際課税ルール見直しにつき国際合意に向け貢献する。 21 

 22 

７．経済・財政一体改革の更なる推進のための枠組構築・ＥＢＰＭ推進     23 

（基本的考え方） 24 

「経済あっての財政」との考え方の下、引き続き、感染症の影響など経済状況に応じた機25 

動的なマクロ経済運営を行うとともに、生産性の向上と賃金所得の拡大を通じた経済の好26 

循環の実現、海外需要の取込み等を通じ、デフレ脱却・経済再生に取り組み、実質２％程度、27 

名目３％程度を上回る成長151、600兆円経済の早期実現を目指す。それに向け、ワイズスペ28 

ンディングの徹底と４つの成長の原動力への予算の重点配分、広く国民各層の意識変革や29 

行動変容につながる見える化、先進・優良事例の全国展開、インセンティブ改革、公的部門30 

の産業化、ＰＰＰ／ＰＦＩや共助も含めた資金・人材面での民間活力の最大活用などの歳出31 

改革努力を続けていく。あわせて応能負担の強化などの歳入改革を進めて行く。 32 

 33 

（財政健全化目標と歳出の目安） 34 

デフレ脱却・経済再生に向け全力で取り組むとともに、将来世代の不安を取り除くために35 

も、社会保障の持続可能性を確保し、全ての団塊世代が75歳以上になるまでに財政健全化36 

の道筋を確かなものとする。そのため、骨太方針2018で掲げた財政健全化目標（2025年度37 

                                            
149 ｢所有者不明土地等対策の推進に関する基本方針」（令和３年６月７日所有者不明土地等対策の推進のための関係閣僚会議
決定）。 
150 「経済社会の構造変化を踏まえた令和時代の税制のあり方」（令和元年９月26日税制調査会取りまとめ）。 
151 骨太方針2018では、財政健全化目標達成に向けたシナリオのポイントとして、目安に沿った歳出改革を進めるとともに、
実質２％程度、名目３％程度を上回る成長を実現すること等が財政健全化に必要である旨が記載されている。 



 

37 

の国・地方を合わせたＰＢ黒字化を目指す、同時に債務残高対ＧＤＰ比の安定的な引下げを1 

目指す）を堅持する。ただし、感染症でいまだ不安定な経済財政状況を踏まえ、本年度内に、2 

感染症の経済財政への影響の検証を行い、その検証結果を踏まえ、目標年度を再確認する。 3 

 歳出の目安がこれまで財政規律としての役割を果たしてきたことを踏まえ、機動的なマ4 

クロ経済運営を行いつつ成長力強化に取り組む中で、2022年度から2024年度までの３年間5 
152について、これまで153と同様の歳出改革努力を継続することとし、以下の目安に沿った予6 

算編成を行う154。 7 

① 社会保障関係費については、基盤強化期間においてその実質的な増加を高齢化による増8 

加分に相当する伸びにおさめることを目指す方針とされていること、経済・物価動向等を9 

踏まえ、その方針を継続する。 10 

② 一般歳出のうち非社会保障関係費については、経済・物価動向等を踏まえつつ、これま11 

での歳出改革の取組を継続する。 12 

③ 地方の歳出水準については、国の一般歳出の取組と基調を合わせつつ、交付団体を始め13 

地方の安定的な財政運営に必要となる一般財源の総額について、2021 年度地方財政計画14 

の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保する。 15 

 16 

（経済・財政一体改革の点検、ＥＢＰＭの推進等） 17 

こうした枠組みも含め、新経済・財政再生計画等に基づき、経済・財政一体改革を引き続18 

き推進し、本年末までに改革工程の具体化を図るとともに、毎年改革の進捗管理・点検・評19 

価を行う。また、感染症対応でどの程度の支出が生じたか、効果的・効率的な支出となって20 

いたか等について、別途、把握・フォローアップを行う。 21 

経済・財政一体改革の進捗については、歳出の目安に沿った予算編成を行う最終年度とな22 

る2024年度において点検を行い、財政健全化目標達成に向け、その後の歳出・歳入改革の23 

取組に反映する。 24 

ＥＢＰＭの推進の観点から、エビデンスによって効果が裏付けられた政策やエビデンス25 

を構築するためのデータ収集等に予算を重点化するとともに、行政機関及び民間が保有す26 

るデータを活用し、政策効果をデータで検証する仕組みの構築に向け、本年年央までに経27 

済・財政一体改革エビデンス整備プラン（仮称）を策定する。政策評価等の基盤であるデー28 

タ活用を加速するため、全ての基幹統計をデータベース型で原則公表するよう、データ公表29 

様式の標準化方針を策定する。感染症等の社会経済のリアルタイムデータを迅速に収集し、30 

分析能力を向上させ、きめ細やかな政策立案につなげる。こうした取組の一環として、政府31 

の各種の基本計画等について、Well-beingに関するＫＰＩを設定する。 32 

 33 

８．将来のあるべき経済社会に向けた構造改革・対外経済関係の在り方    34 

新たな国際経済秩序の下で、戦略的な対外経済関係の構築、経済社会生活面でのデジタル35 

活用、2050 年カーボンニュートラル実現に向けた経済社会構造の展開、民間活力活用・共36 

                                            
152 75歳以上人口の伸びは、2021年度0.5％の後、団塊の世代の75歳入りにより、2022年度4.1％、2023年度4.2％、2024年
度3.9％と高い伸びとなる見込み。 
153 2019年度から2021年度までの３年間の基盤強化期間。 
154 真に必要な財政需要の増加に対応するため、制度改革により恒久的な歳入増を確保する場合、歳出改革の取組に当たって考
慮する等の新経済・財政再生計画において定めた取組についても、引き続き推進する。その際、英米などの諸外国において、
財政出動を行う中でその財源を賄う措置を講じようとしていることも参考とする。 
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助の仕組みの拡充など、21 世紀半ば頃を見据えて、将来のあるべき経済社会に向けた構造1 

改革・対外経済関係の基本的考え方を、経済財政諮問会議に有識者議員を中心として専門調2 

査会を設置し、取りまとめる。 3 

 4 

 5 

第４章 当面の経済財政運営と令和４年度予算編成に向けた考え方 6 

 7 

１．当面の経済財政運営について    8 

政府は、決してデフレに戻さないとの決意を持って、経済をコロナ前の水準に早期に回復9 

させるとともに、成長分野で新たな雇用や所得を生み、多様な人々が活躍する「成長と雇用10 

の好循環」の実現を目指す。 11 

当面は、感染症の感染拡大防止に引き続き万全を期す中で、厳しい経済的な影響に対し12 

て、雇用の確保と事業の継続、生活の下支えのための重点的・効果的な支援策を講じ、国民13 

の命と暮らしを守り抜く。さらに、グリーン・デジタルなど成長分野への民間需要を大胆に14 

呼び込みながら、人材への投資と円滑な労働移動を強力に進めることにより、生産性を高15 

め、賃金の継続的な上昇を促し、民需主導の自律的な成長軌道の実現につなげる。このた16 

め、令和２年度第３次補正予算を含む「国民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合経17 

済対策」155及び令和３年度予算を迅速かつ適切に執行する。引き続き、感染状況や経済的な18 

影響を注視し、状況に応じて、新型コロナウイルス感染症対策予備費の活用により臨機応変19 

に必要な対策を講じていくとともに、我が国経済の自律的な経済成長に向けて、躊躇なく機20 

動的なマクロ経済政策運営を行っていく。 21 

日本銀行においては、企業等の資金繰り支援に万全を期すとともに、金融市場の安定を維22 

持する観点から、金融緩和を強化する措置がとられている。日本銀行には、感染症の経済へ23 

の影響を注視し、適切な金融政策運営を行い、経済・物価・金融情勢を踏まえつつ、２％の24 

物価安定目標を実現することを期待する。 25 

 26 

２．令和４年度予算編成に向けた考え方   27 

① 前述のように、感染症の影響等の経済状況に応じて、躊躇なく機動的なマクロ経済政策28 

運営を行うことにより、経済の下支え・回復に最優先で取り組むとともに、生産性向上と29 

賃金所得の拡大を通じた経済の好循環の実現を図る。 30 

② 団塊の世代の75歳入りも踏まえ、将来世代の不安を取り除くため、全世代型社会保障31 

改革を進めるとともに、経済・財政一体改革を着実に推進し、社会保障関係費、一般歳出32 

のうち非社会保障関係費、地方の歳出水準について、第３章で定める目安に沿った予算編33 

成を行う。 34 

③ グリーン、デジタル、地方活性化、子供・子育てへの重点的な資源配分（メリハリ付け）35 

を行う。 36 

④ 歳出全般について、徹底したワイズスペンディングを実行するとともに、歳入面での応37 

能負担を強化するなど、歳出・歳入両面の改革を着実に実行していく。 38 

                                            
155 令和２年12月８日閣議決定。 
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